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平成２９年第５回那須塩原市議会定例会 

 

議 事 日 程 （第３号） 

 

                           平成２９年１１月２９日（水曜日）午前１０時開議 

 

日程第 １ 市政一般質問 

    ９ 番 佐藤一則議員 

      １．災害に対する備えの強化について 

    ２ 番 中里康寛議員 

      １．移住・定住の促進における空き家等の活用と住環境の支援策について 

    １ 番 山形紀弘議員 

      １．本市の積雪・雪崩等の予防対策について 

      ２．本市の学校給食について 

      ３．那須塩原市プレミアム商品券について 

    ３ 番 田村正宏議員 

      １．農業の競争力向上について 

      ２．空き家対策について 
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開議 午前１０時００分 

 

◎開議の宣告 

○議長（君島一郎議員） おはようございます。 

  散会前に引き続き、本日の会議を開きます。 

  ただいまの出席議員は26名であります。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎議事日程の報告 

○議長（君島一郎議員） 本日の議事日程は、お手

元に配付のとおりであります。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎市政一般質問 

○議長（君島一郎議員） 日程第１、市政一般質問

を行います。 

  質問通告者に対し、順次発言を許します。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 佐 藤 一 則 議員 

○議長（君島一郎議員） 初めに、９番、佐藤一則

議員。 

○９番（佐藤一則議員） 皆様、おはようございま

す。 

  議席番号９番、那須塩原クラブ、佐藤一則です。 

  ただいまから市政一般質問を行います。 

  １、災害に対する備えの強化について。 

  食物連鎖の頂点に立つ人間は、さまざまな自然

の恐ろしい破壊力を目の当たりにしてきました。 

  いつ、どこでも起こり得る地震、切迫する巨大

地震と大津波。日本列島周辺は、地表を覆うプレ

ートが４つ重なり合う境界に位置しており、世界

のマグニチュード６以上の地震の２割が発生して

いる地域となっています。 

  特に、過去幾多にわたり広範囲に甚大な被害を

もたらしてきた東海、東南海、南海地震等の海溝

型地震や世界都市東京を直撃する首都直下地震と

いった巨大地震は、過去の発生周期を踏まえ、そ

の切迫性が高まっていることが指摘されています。 

  文部科学省の地震調査研究推進本部が公表して

いる今後30年以内の地震発生確率では、東海地震

が87％、東南海地震が70％程度、南海地震が60％

程度、また、首都直下地震が70％とされています。 

  2010年９月１日に政府として初めて東海地震、

東南海地震、南海地震の３つの巨大地震が連動し

て発生した場合を想定した訓練を実施し、今後３

つが連動して発生した場合に備えた広域的防災対

策について検討を開始することとしています。 

  火山が形成されるプレートの沈み込み帯に位置

している我が国には、世界の約１割を占める活火

山があり、地震大国であると同時に火山大国でも

あります。 

  2000年の三宅島噴火により3,871人の全島民が

島から避難し、４年５カ月もの長期にわたる避難

生活を余儀なくされ、その後も火山ガスの放出が

続き居住地域が制限されるなど、火山噴火におい

ては、一たび噴火すると、その被害が長期化する

おそれがあります。 

  2014年９月27日には、安全と思われていた御嶽

山が前ぶれなしに突然噴火し、死者行方不明者63

名という大惨事が発生しています。 

  国連の「気候変動に関する政府間パネル」によ

ると、地球温暖化に伴う気候変動の影響により、

台風等の熱帯低気圧の強度が増大するとともに、

大雨の頻度も増加する可能性が高く、洪水等によ

る被害の拡大が予想されています。 

  近年もゲリラ豪雨とも呼ばれる局地的な大雨や
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集中豪雨が各地で頻発しており、１時間に120㎜

以上、24時間降水量が700㎜を超えるような記録

的な大雨が発生しています。 

  本市でも、1998年８月26日から31日にかけて記

録的な大雨となり、総降水量は平均的な年間降水

量の３分の２以上となる1,254㎜を観測しました。 

  また、2003年９月８日には、鎮火するまで３日

間を要した大規模工場火災が発生しています。 

  また、2011年３月11日午後２時46分、三陸沖で

発生したマグニチュード9.0の東北地方太平洋沖

地震により、最大震度７の強い揺れと国内観測史

上最大の津波を伴い、東北、関東地方を中心とす

る広い範囲に甚大な被害をもたらし、特に東京電

力福島第一原子力発電所から放射性物質が漏れ出

す深刻な事態になりました。 

  また、2015年９月11日には、台風17号、18号の

影響による豪雨で、土砂崩れ、断水、水田に土砂

等の流入により被害が発生しました。 

  以上のように、災害が多種多様化、大規模化し

ており、多くの生命、身体、財産が失われている

ことから、以下の点についてお伺いいたします。 

  ⑴災害対応力の強化についてお伺いします。 

  ①地域防災計画、災害時備蓄計画、マニュアル

等の整備について。 

  ②防災協定の締結について。 

  ③住民向け情報伝達手段の確保、充実について。 

  ④住民参加による実働型の総合防災訓練などの

実施について。 

  ⑵地域の防災力についてお伺いします。 

  ①自主防災組織の結成促進、活動支援について。 

  ②地域防災リーダーの育成について。 

  ③地域の行政の連携体制の強化について。 

  ⑶消防団の充実、強化についてお伺いします。 

  ①消防団の運営支援について。 

  ②消防団員の確保、育成について。 

  ③消防団の詰所、車両、装備品の計画的な更新

について。 

  ⑷消防施設の充実についてお伺いします。 

  ①常備消防施設の整備（負担金対応）について。 

  ②耐震性防火水槽の整備について。 

  ③消火栓の整備について。 

  ⑸雨水排水対策についてお伺いします。 

  ①雨水排水施設の計画的な整備について。 

  ②宅地分譲開発地内の老朽化した雨水浸透槽の

適正な修繕の実施について。 

  ③普通河川の計画的な整備について。 

  ⑹建築物の耐震化促進についてお伺いします。 

  ①木造住宅の耐震診断費、改修費等の補助につ

いて。 

  ②住宅及び建築物の耐震化に関する相談窓口の

充実について。 

  ③臨戸訪問、出前講座等による耐震化の普及啓

発について。 

  ④特定建築物の耐震改修費等の補助について。 

  ⑤市有建築物の耐震化の実施について。 

  ⑺火山災害対策についてお伺いします。 

  ①防災思想の普及、徹底について。 

  ②防災知識の普及、訓練について。 

  ③砂防、治山事業の推進に関する県への要請に

ついて。 

  ④火山観測体制について。 

○議長（君島一郎議員） ９番、佐藤一則議員の質

問に対し、答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（君島 寛） おはようございます。 

  佐藤一則議員の災害に対する備えの強化につい

て、私から⑴の災害対応力の強化についてお答え

をいたします。 

  ①の地域防災計画、災害時備蓄計画、マニュア

ル等の整備についてですが、今年度は地域防災計
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画、水防計画及び国民保護計画について改定作業

を進めているところであります。 

  その他、未整備の計画、マニュアル等につきま

しては、順次作成をしてまいります。 

  次に、②の防災協定の締結についてであります

が、現在、市では自治体や民間事業者、団体など

と22の協定を締結しております。 

  今年度も郵便局と協定を締結したほか、民間事

業者や団体との協議を進めているところであり、

今後も災害時の協力体制の充実に努めてまいりま

す。 

  次に、③の住民向け情報伝達手段の確保、充実

についてですが、現在、市では「みるメール」、

緊急速報メール、ホームページ、広報紙や塩原地

区の防災行政無線などを確保、活用し、速やかな

情報伝達ができるよう努めているところでござい

ます。 

  次に、④の住民参加による実働型の総合防災訓

練などの実施についてですが、市が毎年実施をし

ております総合防災訓練には自主防災組織や自治

会にも参加をいただいており、でき得る限り市民

の方が参加できる訓練メニューを用意するよう努

めているところでございます。 

  このほかにつきましては、担当部長のほうから

答弁をいたさせます。 

○議長（君島一郎議員） 総務部長。 

○総務部長（伴内照和） 続きまして、私のほうか

らは総務部所管についてご答弁をさせていただき

ます。 

  まず、⑵の地域の防災力についてお答えをいた

します。 

  ①の自主防災組織の結成促進、活動支援につい

てですが、自治会等に結成事業補助金を交付し、

結成を促進するとともに、自主防災組織に運営事

業補助金及び資機材等整備事業補助金を交付し、

活動支援を行っております。 

  次に、②の地域防災リーダーの育成についてで

すが、市民、市職員及び教職員を対象に、地域や

職場における防災リーダーを養成する防災士養成

事業を実施しており、この事業によりこれまでに

318人が防災士として誕生しているところでござ

います。 

  次に、③の地域と行政の連携体制の強化につい

てですが、自主防災組織の結成、活動を支援する

とともに、地域のリーダーとなる防災士を育成す

ることで、地域と行政の連携の強化を図っており

ます。 

  次に、⑶の消防団の充実、強化についてお答え

をいたします。 

  ①の消防団の運営支援についてですが、市では

消防団本部に消防団運営事業補助金を、黒磯支団、

西那須野支団、塩原支団の支団運営事業補助金を、

73部にそれぞれ各部運営事業補助金を交付するこ

とにより、消防団の運営や事業を支援していると

ころでございます。 

  次に、②の消防団員の確保、育成についてです

が、現在1,435人の定員に対しまして団員数は

1,252人であり、定員に対する充足率は87.2％で、

消防団員が不足している状況であります。 

  市では、ホームページ、広報紙、チラシ等によ

る団員確保と、県消防学校や各種訓練を通じた団

員育成に取り組んでいるところですが、被雇用者

が入団しやすく活動しやすい環境を整備すること

を目的とした、消防団協力事業所表示制度を今年

度導入し、団員確保の強化を図る考えであります。 

  次に、③の消防団の詰所、車両、装備品の計画

的な更新についてですが、消防団の詰所や車両に

ついては、消防施設整備計画に基づきまして順次

建てかえまたは更新を行っており、装備品につき

ましても損傷や劣化の状況に応じまして更新を行
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っているところであります。 

  次に、⑷の消防施設の充実についてお答えいた

します。 

  ①の常備消防施設の整備における負担金対応に

ついてですが、市では那須地区消防組合に対して

負担金割合に応じた負担金を支払っております。

施設整備等の負担金割合は、平均割が10％、人口

割が90％となっており、また庁舎等建設に伴う用

地取得費は、庁舎等建設市町が100％負担するこ

ととなっております。 

  次に、②の耐震性防火水槽の整備についてです

が、市では耐震性防火水槽の計画的な整備に努め

ており、黒磯、西那須野、塩原の各地区で毎年１

基ずつ、合計３基の整備を進めているところであ

ります。 

  次に、③の消火栓の整備についてですが、市で

は消火栓についても計画的な整備に努めており、

黒磯地区６基、西那須野地区４基、塩原地区２基

を目安としまして、毎年12基程度の整備を進めて

いるところであります。 

  続きまして、⑺になりますが、火山災害対策に

ついての①、②と④についてお答えをいたします。 

  まず、①の防災思想の普及、徹底についてと②

の防災知識の普及、訓練について、これはいずれ

も関連がありますので、一括してお答えをいたし

ます。 

  本市も含めた那須岳周辺の自治体や防災関係機

関、火山専門家等で組織する那須岳火山防災協議

会では、那須岳の噴火による影響範囲や、噴火に

対する備えなどを示した火山防災マップとハンド

ブックを作成しており、これらを活用した市民等

への周知、啓発に努めているところであります。 

  また、那須岳火山防災協議会は、噴火を想定し

た入山規制や交通規制、また避難等の措置の実施

について、図上訓練や実働訓練を実施し、関係機

関等の連携の強化を図っているところでございま

す。 

  最後になりますが、④の火山観測体制について

でございますが、那須岳は気象庁の選定する常時

観測火山であります。気象庁や栃木県、関係研究

機関が監視、観測するための地震計や遠望カメラ

等の機器の設置を行い、24時間体制で観測してい

るところでございます。 

○議長（君島一郎議員） 上下水道部長。 

○上下水道部長（中山雅彦） 次に、順番少し戻り

ます、⑸の雨水排水対策についてお答えをいたし

ます。 

  初めに、①雨水排水施設の計画的な整備につい

てお答えをいたします。 

  本市における雨水排水施設につきましては、昭

和37年から黒磯地区において事業を開始し、その

後、塩原地区、西那須野地区においても事業を開

始し、計画的に整備を進めてきました。 

  現在では、事業計画面積1,291haのうち、495ha

まで整備が進んでおります。 

  その結果、市街地における降雨時の浸水対策と

しては効果が上がっているものと考えております

が、近年、ゲリラ豪雨が多発していることから、

今後も密に関係部局と連携を図りながら、総合的

に対策を進めてまいります。 

○議長（君島一郎議員） 建設部長。 

○建設部長（稲見一美） 私からは、建設部所管の

ものについてお答えをさせていただきます。 

  ⑸の②宅地分譲開発地内の老朽化した雨水浸透

槽の適正な修繕の実施についてお答えをいたしま

す。 

  宅地分譲開発により市に移管されている雨水浸

透槽は、本年10月末現在で504カ所でございます。 

  除草や清掃などの日常的な管理は、分譲地内の

住民の方々にお願いしておりますが、施設の老朽
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化による修繕等につきましては、住民の方々から

提供された情報を加味しながら、危険性が高いと

判断される箇所について、順次実施をしておりま

す。 

  次に、③の普通河川の計画的な整備についてお

答えいたします。 

  市は河川法の適用を受けていない普通河川32の

管理を行っております。 

  河川の整備につきましては、雨水排水対策の一

環として、現在、西富山地内におきまして勘定原

堀の水路のつけかえ工事を行っております。 

  この工事の完了後は、第２次総合計画における

前期基本計画に基づきまして、塩の沢の護岸整備

を行う予定となっております。 

  次に、⑹の建築物の耐震化促進について、順次

お答えいたします。 

  初めに、①の木造住宅の耐震診断費、耐震改修

費等の補助についてお答えいたします。 

  耐震診断費につきましては、費用の３分の２で

上限２万円の補助を、補強計画策定費につきまし

ては、費用の３分の２で上限８万円の補助を、耐

震改修費及び耐震建てかえ費につきましては、費

用の２分の１で上限80万円の補助を行っており、

今年度これまで耐震診断費が９件、補強計画策定

費が２件、耐震建てかえ費が７件の補助申請があ

ったところであります。 

  次に、②の住宅及び建築物の耐震化に関する相

談窓口の充実についてお答えいたします。 

  相談者に的確な情報を提供するためのパンフレ

ットの作成や、担当職員の耐震補強講習会受講に

よるレベル向上などにより、窓口の充実に努めて

おります。 

  次に、③の臨戸訪問、出前講座等による耐震化

の普及啓発についてお答えいたします。 

  臨戸訪問につきましては、毎年、建築年が古い

住宅街を訪問して、耐震化の重要性について啓発

をしておりますが、ことしは７月に２日間で42件

の住宅について訪問を実施し、第２回目の訪問と

して今月27日それから昨日28日の２日間、実施し

たところでございます。 

  出前講座につきましては、引き続き講座のメニ

ューリストに掲載しまして、随時申し込みの受け

付けをしております。 

  次に、④の特定建築物の耐震改修費等の補助に

ついてお答えいたします。 

  耐震診断が義務づけられた特定建築物の耐震補

強計画策定費につきましては、床面積に応じた基

本額の３分の２の補助を、耐震改修費につきまし

ては、基本額の23％の補助となっております。 

  対象建築物２件のうち、１件は今年度中に耐震

改修に着手する見込みであり、もう１件は閉館し

ているために実施時期は未定でございます。 

  次に、⑤の市有建築物の耐震化の実施について

お答えいたします。 

  市有建築物の耐震化につきましては、平成20年

度に策定した那須塩原市建築物耐震改修促進計画

に基づき、学校の耐震化を優先的に進めており、

平成27年度末には小中学校校舎や体育館の耐震化

が完了したところであります。 

  なお、現在は平成28年10月に策定した２期計画

により、耐震性能の低い建物を対象に補強工事等

を実施しており、今年度末における耐震化が必要

な市有建築物の耐震化率は96.2％となる見込みで

あります。 

  最後に、⑺の③砂防・治山事業の推進に関する

県への要請についてお答えいたします。 

  砂防・治山事業の推進につきましては、県にお

いて実施している河川の整備や落石対策等に対し

まして、その促進について要望活動を毎年度行っ

ております。 
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  以上でございます。 

○議長（君島一郎議員） ９番、佐藤一則議員。 

○９番（佐藤一則議員） 最初の答弁をいただきま

したので、順次、再質問を行います。 

  まず初めに、⑴の①についてでございますが、

各計画の改定作業または未整備の計画マニュアル

はいつ整備されるのかお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（伴内照和） お答えいたします。 

  まず、各計画の改定作業でございますが、１つ

には地域防災計画、それと水防計画、国民保護計

画につきまして、防災会議とか市の国民保護協議

会での改定作業を今、行っているところでありま

して、今後パブリックコメントを実施いたしまし

て、年明け１月には最終案をつくっていきたいと

いうふうに考えているところでございます。 

  まだ未整備の計画ということでございますが、

災害時の備蓄計画、これにつきましてはまだ整備

されておりませんので、平成30年度に策定できれ

ばということで考えております。 

  あわせまして、タイムラインの整備計画でござ

いますが、久慈川、那珂川流域、栃木県の減災対

策協議会のほうで取り組んでいるところでござい

まして、平成30年度あたりにはある程度形が見え

てくるのかなというふうに考えているところです。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） ９番、佐藤一則議員。 

○９番（佐藤一則議員） それには了解いたしたと

ころです。 

  いち早く計画云々の改定が進みまして、さらな

る防災が充実するように、よろしくお願いをいた

します。 

  続きまして、②の防災協定の締結についてでご

ざいますが、既に22の民間事業者団体などの相互

応援協定を締結しているということでございます

が、数値目標等はあるのかお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（伴内照和） 防災協定につきましては、

いわゆる災害が発生した際の市民の安全確保とい

うようなところも主眼に置きながら、現在改めて

計画ということで、22の団体等と結んでいるとこ

ろでございますが、一応目標としては18程度を当

初考えておりましたので、現在ある程度クリアさ

れているのかなと……すみません、民間団体と18

ということですので、まだ民間団体につきまして

は現在15団体ですね。そういったところですので、

今後も目標数値18に向けて、協定の締結に向けて

取り組んでいきたいというふうに考えております。 

○議長（君島一郎議員） ９番、佐藤一則議員。 

○９番（佐藤一則議員） 今後そのような事業者団

体等の協定ということで、ではどのような事業者

や団体を協定先として想定しているのか、お伺い

をいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（伴内照和） 今後の協定の対象といい

ますか相手方でございますが、基本的に災害時の

緊急輸送であるとか物資の供給、そういったもの

が今十分に図られておりませんので、そういった

民間企業また団体との協定ということで、現時点

で考えているのが、栃木県トラック協会の塩那支

部、そのほか市内に幾つかあります量販店、そう

いったところと協定を結べればということで、調

整を図っているところでございます。 

○議長（君島一郎議員） ９番、佐藤一則議員。 

○９番（佐藤一則議員） 了解いたしました。 

  続きまして、③の住民向け情報伝達手段の確保、

充実についてでございますが、緊急時にみるメー
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ル等を見られない住民にはどのような情報伝達を

するのかお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（伴内照和） 緊急時にということで、

みるメール、現在の登録者が8,700名程度でござ

いますので、本市の人口からしますとまだまだと

いうような状況になっております。 

  そういった際に、やはり情報伝達、貴重な情報

ということで、現時点では広報車等による情報伝

達であるとか、あとは連絡網といいますか各自主

防災組織等もございますので、そういった組織内

での連絡を生かしていただければというふうに考

えております。 

○議長（君島一郎議員） ９番、佐藤一則議員。 

○９番（佐藤一則議員） やはり災害時には初動体

制が重要だと言われておりますので、その辺も漏

れのないような形で今後も整備充実のほうをよろ

しくお願いをいたします。 

  続きまして、④の住民参加による実働型の総合

防災訓練などの実施についてでございますが、今

申したとおりに、災害時の初動体制がその後の被

害軽減に大きく影響すると言われておりますが、

現在の総合防災訓練を見直す考えはあるのかお伺

いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（伴内照和） 現在行っております総合

防災訓練、各旧３市町を巡回しながら実施してい

るわけですが、今後見直しということで、特に来

年につきましては、那須水害発生から20年が経過

するということもありますので、できれば水防も

含めた防災訓練を計画していきたいというふうに

考えております。 

○議長（君島一郎議員） ９番、佐藤一則議員。 

○９番（佐藤一則議員） 現在の総合防災訓練につ

いては、やはりゲリラ豪雨や地震などを想定して

訓練計画を立てていると思うんですが、自主防災

組織や自治会が最初から訓練会場に集合していて、

果たしてそれが災害時に機能するかどうかという

問題があります。 

  例えば、東京都で大規模防災訓練をしたときに

机上でやったものですから、実際に例えば地震等

また仮想敵国が来たときに、住民の誘導をどうす

るかとか、またはそれを守る、今で言えば自衛隊

等なんですけれども、そのときに大混乱を起こし

て、その前の総合防災訓練が何の役にも立たなか

ったという事例もありますので、その辺も災害時

に即したような総合防災訓練を組んでいただけれ

ばと思っておりますので、その辺も考慮いただき

ましてよろしくお願いをいたします。 

  続きまして、⑵の①結成事業補助金を交付する

ことによって結成率が上がったかどうかお伺いを

いたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（伴内照和） 自主防災組織の結成に対

して市としても幾つかの支援、補助を行っている

わけですが、当初から大きく補助の内容について

は変わっていないわけです。 

  一部、運営補助については当初２万円、毎年均

等にお支払いしていたんですが、いわゆる参加戸

数の多い自治会といいますか自主防災会もありま

すので、一部、定額１万5,000円あとは戸数を掛

けて運営に活用いただければということで、制度

の見直しを行いながら進めてきているところです

が、今年度に入って３件ほど新たに結成がなされ

ました。現時点で215自治会のうち109ということ

で、おおむね50％ということでございますが、こ

こ数年、特に数がふえてきているということでは
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なく、当初補助を出した段階から一定の数に達し

てはいるんですが、ちょっと伸びは落ちているの

かなというのが現状でございます。 

○議長（君島一郎議員） ９番、佐藤一則議員。 

○９番（佐藤一則議員） それにつきましては、自

主防災組織の世帯カバー率の数値目標または目標

年度はあるのかお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（伴内照和） カバー率につきましては、

平成33年、前期計画末を目標年度としまして、

95％をカバーできればというような考えで進めて

おります。 

○議長（君島一郎議員） ９番、佐藤一則議員。 

○９番（佐藤一則議員） やはり災害時の自助、共

助が非常に重要となることから、今後も自主防災

組織率の向上にご尽力をいただければと思います

ので、よろしくお願いをいたします。 

  続きまして、②の地域防災リーダーの育成につ

いてでございますが、防災士育成事業とはどのよ

うなものなのかお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（伴内照和） こちらにつきましては、

日本防災士協会というような民間の団体があるわ

けなんですが、そちらで一定の防災に関する知識

を蓄えていただいて、その評価の結果で防災士と

して認定をされるものでございますが、本市とし

ましては、これまで全部で300名を超える防災士

を育成しているわけでございます。 

  実際にどのような形で行われているかといいま

すと、２日間の研修というものが実はあるわけな

んですが、その前段でその協会のほうからいわゆ

るテキストといいますか冊子が送られてきまして、

事前にその内容を自習していただいて、レポート

等をまず上げていただきます。そういった事前学

習を踏まえた後、２日間の講習に参加をいただき、

その最後、一応ペーパーテストというものがあり

ますので、その中で７割の点数がとれるというん

ですか、70％をクリアした方に防災士としての認

定が受けられるというような形で進めております。 

○議長（君島一郎議員） ９番、佐藤一則議員。 

○９番（佐藤一則議員） この育成事業により318

人の防災士が誕生しているということでございま

すが、その育成事業以外にも防災士はいると思う

んです。その数について把握しているのかお伺い

をいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（伴内照和） 大変申しわけありません

が、別なルートで資格を取られている方について

は、ちょっと現時点で詳しい数字までは把握して

おりません。 

○議長（君島一郎議員） ９番、佐藤一則議員。 

○９番（佐藤一則議員） そうしますと、この防災

リーダー、この事業を受けられる人の選定方法に

ついてお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（伴内照和） これまで年間90名、今年

度については80名ということで防災士育成を行っ

ているわけなんですが、まず選定としましては、

まず自治会、自主防災会、そちらを中心に各会長

さん方に推薦をいただくような形でお願いをまず

しております。 

  それにあわせまして、いわゆる防災の災害時に

主導的に動く我々市職員についても各課、特にそ

ういった研修にある意味興味が高い者とかそうい

った者を各課から推薦をいただいております。 

  あわせまして、子どもたちへの防災教育という
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部分、それと災害時に学校等からの場合によって

は避難とかそういったこともありますので、学校

の先生方にもそれぞれ推薦をいただいて選考して

いるというような状況でございます。 

○議長（君島一郎議員） ９番、佐藤一則議員。 

○９番（佐藤一則議員） 防災士の数、数値目標と

目標年度についてあればお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（伴内照和） 防災士の数についてでご

ざいますが、大きな意味で考えれば、市内215あ

る自治会、そちらに少なくてもお一人は防災士と

して資格を取られた方が地域の安全のリーダーと

して活動いただければということで、まずそれが

１つの目標となっております。 

  プラスとして、市の職員、教職員、そういった

ところについても、今後も計画的に数をふやして

いければというふうに考えております。 

○議長（君島一郎議員） ９番、佐藤一則議員。 

○９番（佐藤一則議員） 続きまして、③について

でございますが、連携強化の具体的な内容につい

てお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（伴内照和） 連携の強化ということで

ございますが、どちらかというと自主防災組織の

活動というものが非常に今後求められてきますの

で、そういったところと常に、いわゆる市の窓口

であります総務課のほうで連絡をとり合えるよう

な体制はとっておりますし、また、防災士の資格

を取得されました地域のリーダーについてはリス

ト等も私どものほうで持っておりますので、必要

に応じて連絡をとり合うというような形をとって

おります。 

○議長（君島一郎議員） ９番、佐藤一則議員。 

○９番（佐藤一則議員） やはり地域と行政のほう

が単独でやってもなかなか力が発揮できないとい

うことでありますので、今後とも地域との連携を

密にして、よろしくお願いをいたします。 

  続きまして、⑶の①消防団の運営支援について

でございますが、運営事業補助金の使われ方と使

途についてお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（伴内照和） 各団への補助金の使われ

方ということでございますが、各団におかれまし

てはそれぞれ自分たちでの研修であったり、訓練

とかそういったものも行われておりますし、地域

内の見回りであるとか、いろいろな形で必要な経

費が出てまいりますので、そういった団の活動を

中心に利用されているというふうに認識しており

ます。 

○議長（君島一郎議員） ９番、佐藤一則議員。 

○９番（佐藤一則議員） その補助金の金額でござ

いますが、そのものについてはどのような形で決

定されるのかお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（伴内照和） 現在、団の本部また支団、

それぞれの団ということでございますが、その運

営に当たりましては一応定額的な形で、まず各団

本部については11万円程度の運営補助、それと各

支団につきましては、その団員の数とかそういっ

たものも含め、各団の数とかそういったものも総

合的に判断しながら、黒磯、西那須野、塩原それ

ぞれ補助を行っているところでございます。 

  細かな数字になりますが、黒磯支団については

年額47万円、西那須野支団については35万円、塩

原支団については33万円、それと各部の運営とい

うことになりますので、その支団の下にあります
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各部に対しましては、やはり数等もあります。 

  現在、各部の運営につきまして、黒磯の各部、

合計で280万円ほど、西那須野地区につきまして

は110万円ほど、それと塩原地区につきましては

150万円ほどの補助を行っているところでござい

ます。 

○議長（君島一郎議員） ９番、佐藤一則議員。 

○９番（佐藤一則議員） それにつきましては了解

したところでございます。 

  続きまして、②の消防団員の確保、育成につい

てでございますが、1,435人の定数定員というこ

とで決まっていると思うんですが、それはどのよ

うな形で決定されたのかお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（伴内照和） これは合併前の旧３市町

のそれぞれの定数の合計になっているわけでござ

いますが、こちらにつきましては、地域の人口で

あるとか面積であるとか、そういったもろもろの

要因を整理した中で積み上げた数字ということで

理解しております。 

○議長（君島一郎議員） ９番、佐藤一則議員。 

○９番（佐藤一則議員） そうすると、当然1,435

人が必要ということでございまして、現在の

87.2％の充足率でありますが、この現実に対して

どのように捉えているのかお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（伴内照和） 充足率が100％といわず

90％を切っているということに対しては、やはり

地域の安全安心を確保する意味で非常にやはり危

惧しているというのが現状でございます。 

  ただ、こういった状況を見ますと、やはり団員

のなり手がどうしても減ってきているというのが

現実でございまして、いわゆる民間企業、一般企

業に雇用されている方々とか、またここ数年、推

移を見ますと、平均年齢が相当上がってきている

ということで、一定の年齢になって退団される方、

そのほか新たに団員となられる方もいるわけなん

ですが、多い時期には100名を超えていた新規団

員が昨年などは50名を切っているというような、

いろんな背景がありまして減ってきているという

ような状況かと思っております。 

  いずれにいたしましても、繰り返しになります

が、市内の安全安心を守るという意味からすると、

今後やはりふやしていかなければならないという

ふうには感じております。 

○議長（君島一郎議員） ９番、佐藤一則議員。 

○９番（佐藤一則議員） やはり全国的に消防団員

の不足が懸念されているところでございますが、

今年度導入ということで、団員確保を図るために

消防団協力事業所の表示制度を導入するというこ

とでございますが、これは具体的にどのような制

度なのかお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（伴内照和） 表示制度につきましては、

先ほども申し上げましたように、団員の被雇用者

率というのが非常に高まってきているのが現実で

ございます。 

  そういった中で、消防団活動というものが社会

貢献としていわゆる認められる、そういったこと

をしっかり理解をいただいている事業者の方々、

そういった方々が消防団に加入している職員の方

がその実際の活動をする際にしっかりフォローし

ていただけるとか、そういったような事業者を選

定していきたいということで、ある程度の基準を

持ちながらしていきたいと思っておりますので、

例えばその事業所の中で２人程度の団員を確保し

ていただくとか、また実際に団活動に積極的にか
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かわることに配慮をいただくとか、また災害時、

場合によってはその事業所の資機材なんかも提供

いただけるとか、いろいろな形で団活動にご支援

をいただけるようなところを指定させていただい

た上で、いわゆる表示板というんですか、そうい

ったものをお配りして、地域への周知というんで

すか、そういったものも図っていければというふ

うに考えています。 

○議長（君島一郎議員） ９番、佐藤一則議員。 

○９番（佐藤一則議員） 確かに雇用されている消

防団員がもう６割を超えているということでござ

いますので、雇用事業所と消防団の連携を深める

ことが重要であると考えられますので、今後も雇

用事業所に、例えば入札時のポイントを上げると

か、そういう優遇制度等を今後導入していくかど

うかお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（伴内照和） 事業所に対しての優遇制

度ということで、現在いわゆる市の指名業者さん

関係では、特に防災協定を結んでいただいている

団体、そこに加入している事業者さんに対しては、

いわゆる加点等を行って一定の優遇措置を行って

いるのが現状でございますが、いわゆる協力事業

者として市の防災安全にご協力いただけるのであ

ればどういう形がいいのか、その辺、他自治体の

事例もございますので、今後参考にしながら検討

していきたいというふうに考えています。 

○議長（君島一郎議員） ９番、佐藤一則議員。 

○９番（佐藤一則議員） やはり事業としても消防

団員が途中で災害の現場に抜けられるということ

で、そうするとやっぱりその事業所のなりわいと

していますので、抜けられてしまうと非常にその

辺マイナスになるんではないかと思いますので、

そうすると、その理解を得るためにはその辺の事

業所に対しても優遇措置が、まあ、それが全てだ

とは思いませんけれども、今後とも検討して導入

できればと思いますので、どうぞよろしくお願い

いたします。 

  あと、消防団を応援してもらえる事業所を募り、

消防団員が事業所を利用する際に優遇措置が受け

られる、例えば飲食店では飲食料の料金の10％割

引、販売店ではポイント10倍贈呈などの消防団サ

ポート事業、そういうものを導入している自治体

もございますが、本市においては今後そのような

考えはあるかどうかお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（伴内照和） 市内の各商店であるとか、

県内でも日光市とかそういったような取り組みを

行っているのは理解しております。 

  今後、そういう事業者のまず理解がなければで

きないというのもありますので、他市の事例なん

かも参考にしながら、少しでも団員確保にプラス

になるような取り組みについては検討していきた

いというふうに考えています。 

○議長（君島一郎議員） ９番、佐藤一則議員。 

○９番（佐藤一則議員） やはり県内でも多分、日

光市と小山市が導入していると思うんですけれど

も、それによって団員が定数の充足率に近づいた

という事例もあります。そしてまた商店街につい

ても、それで地元で使っていただけるということ

でいい関係が保てるという事例がありますので、

今後とも検討して、いち早く導入していただけれ

ばと思いますので、どうぞよろしくお願いをいた

します。 

  続きまして、③の消防団の詰所、車両、装備品

の計画的な変更についてでございますが、消防施

設計画により消防団詰所の建てかえや車両の更新

を行っているということでございますが、その基
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準についてお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（伴内照和） まず、建てかえ更新の基

準でございますが、本市では、まず詰所関係につ

きましては、建設後35年を経過した段階で更新を

すると、それと消防車両等につきましては20年と

いうような基準を持って、計画的に更新をしてお

ります。 

○議長（君島一郎議員） ９番、佐藤一則議員。 

○９番（佐藤一則議員） 当然、防災の活動の拠点

になるものでございますので、それにつきまして

も今後もしっかりと検証いたしまして、支障のな

いような形で更新をしていただければと思います

ので、よろしくお願いをいたします。 

  装備品についてなんですけれども、損傷や劣化

状況に応じて更新を行っているということでござ

いますが、現在、災害が多種多様化しておりまし

てそういう現況がありますので、装備品にその種

類、どんどん変化してきているのか、その辺につ

いてあればお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（伴内照和） 装備品につきましては、

消防庁のほうで一定の基準というものを示してお

りますので、それに合わせた形で私どもとしても

配備をしているところでございますが、特に最近、

救出救助等の観点から、場合によってはチェーン

ソーであるとか油圧ジャッキ的なものとかエンジ

ンカッター、そういったものも必要になってきて

いるということもありますので、今後その必要性

なんかも見きわめながら、本当に団として配備す

るのがどういう効率化が図れるのか、そういった

のも十分検討しながら考えていきたいと思ってい

ます。 

○議長（君島一郎議員） ９番、佐藤一則議員。 

○９番（佐藤一則議員） それらにつきましては消

防団のほうから更新時、それ以外につきましても

配備品についての要望等が寄せられているのかお

伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（伴内照和） 計画的に更新をしている

ということでございますので、各団に対しまして

更新年に当たりましては、事前に更新すべき内容

について調整を行っているところでございますが、

基本としては現在装備しているものの劣化状況と

かそういったものを見ながら、傷みがひどい場合

には新たなものに更新するとか。 

  それとあわせて、実はことし、活動に際しての

いわゆる半長靴といいますか長靴、そういったも

のを相当の数、格段に配備をさせていただいたり、

また現場で足の安全確保ということで、いわゆる

安全靴的な長靴とか、そういったものも逐次整備

をして配備しているというところでございます。 

○議長（君島一郎議員） ９番、佐藤一則議員。 

○９番（佐藤一則議員） その辺につきましては了

解したところでございます。 

  続きまして、⑷の①についてでございますが、

黒磯消防署の新庁舎建設計画についてお伺いをい

たします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（伴内照和） 黒磯消防署の計画でござ

いますが、面積等につきましては、前にも申し上

げたとおり9,000㎡弱というような形で、今、用

地交渉が実はおおむね終了いたしました。 

  それにあわせまして、現在、税務協議それと農

地転用関係の協議というのも行っておりまして、

こちらについても終了したという段階でございま
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す。 

  今後につきましては、年度内の引き渡しを目指

しまして、まず仮契約を結ばせていただきたい。

仮契約の後、消防議会のほうで議決案件になると

思いますので、まず議決をいただいた上で本契約、

その後、所有権移転、引き渡しというようなこと

で、年度内にまず土地の確保をしていきたいとい

うことで考えております。 

  それと、組合のほうからの情報でございますが、

今後の建設に対してのいわゆるコンサルタントか

らの設計に対しての提案というものがもう済んで

いるというような情報を得ておりますので、用地

の確保が終わり次第、具体的な設計に入っていく

というようなことで聞いております。 

○議長（君島一郎議員） ９番、佐藤一則議員。 

○９番（佐藤一則議員） 現在の消防署、老朽化と

ともに地震によって耐震化も失われたという非常

に古い建物でありますので、救助者が要救助者に

ならないように、いち早く進めていただければと

思いますので、どうぞよろしくお願いをいたしま

す。 

  続きまして、②についてでございますが、防火

水槽の耐震防火水槽に整備するということでござ

いますが、これは既存の防火水槽に耐震化をする

ということでよろしいのかどうか、お伺いをいた

します。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（伴内照和） 防火水槽、いろいろな規

格がございますが、現在、市内では300を超える

20ｔ級の防火水槽も残っております。また、40ｔ

以上の防火水槽につきましては500を超えている

わけなんですが、そちらは耐震化がなされており

ます。 

  今後、先ほどの答弁にもありましたように、計

画的な更新を進める際に、いわゆる20ｔ級の防火

水槽を耐震化された40ｔ級に変更していくという

ことで、既存のものを改修するということではな

く、更新の際に耐震化を図るというような考えで

おります。 

○議長（君島一郎議員） ９番、佐藤一則議員。 

○９番（佐藤一則議員） そうすると、今後新設さ

れる防火水槽においては全て耐震性の防火水槽に

なるということでよろしいんですか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（伴内照和） 新しいものは全て耐震性

のものにします。 

○議長（君島一郎議員） ９番、佐藤一則議員。 

○９番（佐藤一則議員） そうしますと、今後の整

備基数の目標値とまた目標年度があるのかお伺い

をいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（伴内照和） 耐震性の防火水槽等につ

きましては、やはり33年度を目途にしまして249

基ということで考えておりますが、現時点である

程度クリアに近い数字になっているかなというふ

うには思っておりますが、今後、計画的にやはり

耐震性のものにかえていきたいというふうに考え

ております。 

○議長（君島一郎議員） ９番、佐藤一則議員。 

○９番（佐藤一則議員） 続きまして、③の消火栓

の整備についてでございますが、これもやはり消

火栓、今既存のものがありますので、その整備に

ついてもその既存のものを整備していくというこ

とでよろしいのかお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（伴内照和） 消火栓につきましても、
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最初の答弁にありましたように、毎年12基程度、

更新といいますか新たに整備しているところでご

ざいますし、点検等も毎年行っておりますので、

その中でふぐあいがあるものについてはもちろん

更新をさせていただきますし、計画的に先ほど申

し上げました更新個数、新規12基程度については

毎年計画的に行っていくという考えでおります。 

○議長（君島一郎議員） ９番、佐藤一則議員。 

○９番（佐藤一則議員） 消火栓につきましても整

備基数の目標値または目標年度があるのかどうか

お伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（伴内照和） 消火栓につきましては、

特に新しい住宅が張りついた場所とか、いわゆる

消防法で規定されております140ｍ半径以内に消

火栓を設置するとか、そういうような規定があり

ますので、現在の時点で年次目標というものは改

めて立てておりません。 

○議長（君島一郎議員） ９番、佐藤一則議員。 

○９番（佐藤一則議員） 続きまして、⑸の①につ

いてでありますが、事業計画面積の38％強が整備

されたということでございますが、現在、計画さ

れているものがあるかどうかお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  上下水道部長。 

○上下水道部長（中山雅彦） 現在計画しているも

のはというご質問でございますが、第２次那須塩

原市総合計画の実施計画、これは30年度、31年度

ということでございますが、その中で西那須野地

区での雨水幹線の事業ということで予定をしてお

ります。 

  以上でございます。 

○議長（君島一郎議員） ９番、佐藤一則議員。 

○９番（佐藤一則議員） それらにつきまして整備

率の目標値と目標年度があるのかどうかお伺いを

いたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  上下水道部長。 

○上下水道部長（中山雅彦） 雨水対策につきまし

ては大変難しいところがございまして、これまで

38％の整備にどれくらいの投資がされたかといい

ますと、およそ99億円ということでございます。 

  残りを整備するとなると、多分、百数十億円あ

るいは200億円、そういった額になってくるんだ

と思いますので、なかなか整備率の目標値あるい

は目標年度というのは立てにくいものだと、ちょ

っとそのように考えてございます。 

  以上でございます。 

○議長（君島一郎議員） ９番、佐藤一則議員。 

○９番（佐藤一則議員） 今後もゲリラ豪雨の発生

が予想されるということの答弁がありましたが、

その情報をどういう形で住民の方に提供されるの

かお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（伴内照和） 本市でのゲリラ豪雨とし

ての考え方でございますが、基本的には時間雨量

30㎜を超えた場合とか、２時間雨量で50㎜を超え

た場合、そういった場合に消防署のほうから関係

課のほうに連絡が入るわけなんですが、まず早急

な対応としては、いわゆるアンダーパスとかそう

いったところの浸水被害を食いとめるということ

で、まずいわゆる道路等の安全確保というのがま

ず優先に取り組む作業になっているところでござ

います。 

  そういった中で、市民への周知につきましては、

一定の雨量が超えた場合には災害警戒本部に移行

してしまいますので、移行した中で、市としては

みるメール等を通じて市民の方々に情報を提供し
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ていくという形になります。 

○議長（君島一郎議員） 質問の途中ですが、ここ

で10分間休憩いたします。 

 

休憩 午前１０時５９分 

 

再開 午前１１時０８分 

 

○議長（君島一郎議員） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

  ９番、佐藤一則議員。 

○９番（佐藤一則議員） ⑸の①についてなんです

けれども、今後も密に関係部局と連携を図りなが

らということで総合的な対策を進めるということ

でございますが、その総合的な対策とはどのよう

なものか、具体的にお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  上下水道部長。 

○上下水道部長（中山雅彦） 具体的な対策という

ことでございますが、内容ですね。 

  雨水対策というのは、下水道事業としての雨水

幹線の整備だけでは十分ともちろん言い切れませ

ん。そういったことで、河川の準幹線の整備ある

いは道路側溝の整備、そういったものと合わせて

実施することで効果が上がるものいうふうに考え

ております。また、国道、県道との協力というの

も必要だというふうに考えております。 

  以上でございます。 

○議長（君島一郎議員） ９番、佐藤一則議員。 

○９番（佐藤一則議員） それらにつきましては理

解したところでございます。 

  続きまして、②のほう、今後も市に移管される

雨水浸透槽の予定はあるのかお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（稲見一美） 雨水浸透槽でございます

が、開発行為によりまして分譲地をつくって宅地

分譲をするというような場合に、雨水浸透槽をつ

けていただくというような形になりますので、分

譲地の数がふえていけばその分ということになり

ますけれども、リーマンショック以降は年間に約

10件程度の分譲開発がございますので、毎年10件

程度の浸透槽がふえていくのではないかなと思っ

ております。 

○議長（君島一郎議員） ９番、佐藤一則議員。 

○９番（佐藤一則議員） 続きまして、⑹の①につ

いてでございますが、耐震診断費、補強計画策定

費、耐震建てかえ費、これらについての適用基準

についてお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（稲見一美） 耐震改修が必要であると

思われる建物でございますが、これは昭和56年以

前に建てられた、古い建築基準法上に建てられた

ものは、全て耐震率が低いのではないかと。もち

ろん、診断をしてみたら十分耐震性があったとい

うものもございますが、そういうものについて私

どもで臨戸訪問などをしながら、ぜひ耐震の診断

をしてみてはいかがでしょうかというような形で

実施をしているところでございます。 

○議長（君島一郎議員） ９番、佐藤一則議員。 

○９番（佐藤一則議員） わかりました。 

  続きまして、③についてなんですけれども、臨

戸訪問する住宅はどのようにして決定されるのか

お伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（稲見一美） まず、何といいますか、

その区画といいますか訪問する場所を決めますが、

その場所は古い住宅街ができるだけ密集している
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ところを中心にやるということでございまして、

きのうとおとといにやりましたのは、27日にやり

ましたのは中央町、それから28日にやりましたの

は太夫塚というような形で、場所を決めて古い住

宅街を中心にやるというような形でやっておりま

す。 

○議長（君島一郎議員） ９番、佐藤一則議員。 

○９番（佐藤一則議員） 効率よくやるということ

でございますが、多分にして災害時について、そ

の辺については非常に問題のある重要課題だと思

いますので、今後もいち早い診断をしまして建て

かえ促進に期待をしております。 

  続きまして、④ですが、耐震診断が義務づけら

れた特定建築物というのは、申請された２件のみ

なのかお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（稲見一美） これは特定建築物という

ものでございまして、これは耐震を義務づけられ

ていますのは、３階建て以上で5,000㎡以上の床

面積を持っているものということでございまして、

これは学校などもございますが、学校については

全て耐震を実施済みでございまして、残っており

ますのが、劇場として使っている黒磯文化会館、

これは今年度補強設計をいたしまして、来年度に

耐震改修の工事をやる予定でございます。 

  それから、民間の大規模なホテル、旅館という

ことで、２件ほど残っているということで、先ほ

どもお答えいたしましたけれども、１つは今年度

に着手できるかどうかというところ、もう１件は

閉館をしているということでございますから、こ

れにつきましてはこの後その施設がどのようにな

っていくのかちょっと注意深く見守っているとこ

ろでございます。 

○議長（君島一郎議員） ９番、佐藤一則議員。 

○９番（佐藤一則議員） 続きまして、⑤の市有建

築物の耐震化の実施についてでございますが、耐

震化率が今年度末で96.2％になる見込みというこ

とでありますが、100％になる時期についてお伺

いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（稲見一美） 残りの建物が12棟ほど残

ってございます。これは随時計画を立てて耐震化

を実施していくということでございまして、今年

度も耐震診断などを行ってやるということでござ

いますが、中には建物の用途を廃止するというよ

うなことも見込まなければならないものもあると

いうことでございまして、最終的には平成32年度

をめどに100％にしたいというふうに考えており

ます。 

○議長（君島一郎議員） ９番、佐藤一則議員。 

○９番（佐藤一則議員） それにつきましては了解

したところであります。 

  続きまして、⑺の①についてでありますが、那

須火山防災協議会はどのような時期に開催されて

いるのかお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（伴内照和） 協議会につきましては毎

年度開催をしているわけなんですが、年によって

多少変更になるかと思いますけれども、主に夏場、

夏の時期というんですか、その辺に行うのと、あ

わせまして訓練等も含めて行いますので、今年度、

訓練等なんかを考えているのは年明け１月あたり

に実施できればということで、事務局さんのほう

で考えているということでございます。 

○議長（君島一郎議員） ９番、佐藤一則議員。 

○９番（佐藤一則議員） 火山防災マップとハンド

マップを作成しているというのは、その辺につき
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ましてはどのような形で活用されているのかお伺

いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（伴内照和） 活用ということでござい

ますが、基本的には市のほうで備えておりまして、

必要のある方につきましては市の窓口でお配りを

しているというのがまず１つでございます。 

  それと、本市につきましては、那須岳の登山ル

ートとなっております沼ツ原地区ですか、あちら

の公衆トイレとかそういったところに掲示をして

周知を図っているというようなところでございま

す。 

○議長（君島一郎議員） ９番、佐藤一則議員。 

○９番（佐藤一則議員） 続きまして、②の防災知

識の普及、訓練についてでありますが、図上訓練

や実働訓練はいつ、どのように実施されているの

かお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（伴内照和） 図上訓練それと実働訓練

でございますが、ことしにつきましては29年１月、

前年度になりますが１月に那須町の文化センター、

そちらを会場に、まず図上訓練といたしまして、

規制措置の強化を図る方法であるとか、実効性を

担保するためにどうしたらいいのか、また留意点

は何があるのかというような机上訓練を行ってお

ります。 

  その後、午後になりまして、実際に講習会を受

けた後、避難訓練であるとか実施をしておりまし

て、一部、那須町さんがメーンの会場になるわけ

なんですが、那須小学校の子どもたちをバスで移

送すると、移送後、保護者に引き渡すというよう

な訓練も現実に行っているところです。 

○議長（君島一郎議員） ９番、佐藤一則議員。 

○９番（佐藤一則議員） 続きまして、③の砂防・

治山事業の推進に関する県への要請についてであ

りますが、砂防・治山事業について市民から何ら

かの要望があったのかどうかお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（稲見一美） これは私ども建設部を中

心に、県が管理しています１級河川等につきまし

て要望をしているところでございますが、市民か

ら何か要望等があったのでやるというものではご

ざいませんでして、実際に今まで災害、土砂が堆

積して溢水して災害が起きたというようなところ

につきまして、特に私どもからは土砂のしゅんせ

つ、それから護岸の工事などを要望させていただ

いているということでございます。 

○議長（君島一郎議員） ９番、佐藤一則議員。 

○９番（佐藤一則議員） そうすると、市民のほう

から要望があった場合、そういう窓口は設置され

ているのかお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（稲見一美） 実は河川につきましては

４種類ございます。１級河川、２級河川、それか

ら準用河川、普通河川というふうになっておりま

して、１級河川の一部指定区間以外は県、それか

ら２級河川も県が管理するということになってお

ります。 

  窓口としましては、もちろん私どもにお話を頂

戴して、私どもが県の土木事務所等に要望を行う

ということもできます。 

  それからもう一つ、準用河川と普通河川につき

ましては、準用河川と言われるものは当市には存

在しておりません。普通河川が先ほどもお答えし

たとおり32本あるということで、この普通河川に

つきましては市が管理するものでございますので、
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これにつきましては道路課で苦情等を受け付けま

して対応するということになると思います。 

○議長（君島一郎議員） ９番、佐藤一則議員。 

○９番（佐藤一則議員） それにつきましては、砂

防・治山事業についても同様の考えでよろしいの

かお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） 治山事業関係につき

ましてお答えを申し上げますと、若干先ほどの質

問にさかのぼりますが、地元からの要望等を受け

ております。 

  地元からの要望といいますと、治山の場合には、

山腹崩壊のおそれがある、心配されるというよう

なところで、山林の所有者あるいは地元の関係者

から要望を受けまして、それを県のほうにこうい

う場所でこんな心配がありますというものをまと

めまして要望をしているという状況でございます。 

○議長（君島一郎議員） ９番、佐藤一則議員。 

○９番（佐藤一則議員） その辺につきましては了

解したところであります。 

  続きまして、④の火山観測体制についての実施

についてでございますが、観測した結果の情報を

どのようにして入手しているのかお伺いをいたし

ます。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（伴内照和） 観測結果の入手というこ

とでございますが、基本的には気象庁のほうでい

わゆる火山監視、また警報センターというものが

ございまして、そちらで観測したデータを解析し

た後、活動に入ってくるということで、実際にカ

メラ等の映像を見ながら、噴火のおそれがあると

かそういった場合には、気象庁のほうからインタ

ーネットでの配信を受けまして、それを受けて本

当に危険のおそれが高まった場合にはＪアラート

等でやはり市のほうに入ってまいりますので、そ

れを受けてみるメール等で市民の方に配信してい

るというのが現状でございます。 

○議長（君島一郎議員） ９番、佐藤一則議員。 

○９番（佐藤一則議員） そうしますと、24時間体

制で観測が行われているということでございます

が、それらのデータについて市のほうにリアルタ

イムで送られてくるということではないんですか、

その辺についてお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（伴内照和） 火山の噴火等に対するデ

ータでございますが、やはり一度は気象庁のほう

で一旦集約をするということになりますので、非

常事態が迫っている場合に本市のほうに情報が流

れてくると、そんな状況でございます。 

○議長（君島一郎議員） ９番、佐藤一則議員。 

○９番（佐藤一則議員） 了解したところでありま

す。 

  本市の第２次基本条例にありますように、自助、

共助、公助のさらなる連携が深まり、災害に強い

まちづくりが進み、安全安心な生活が確保される

ようにとうたわれておりますので、どうぞ今後と

もより強固な災害に強いまちづくりにご尽力をい

ただきまして、それらについて定住の促進につな

がっていければと思っていますので、どうぞ今後

もよろしくお願いをいたしまして、一般質問を終

了いたします。 

○議長（君島一郎議員） 以上で９番、佐藤一則議

員の市政一般質問は終了いたしました。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 中 里 康 寛 議員 
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○議長（君島一郎議員） 次に、２番、中里康寛議

員。 

○２番（中里康寛議員） 皆さん、こんにちは。 

  議席番号２番、那須塩原クラブ、中里康寛でご

ざいます。 

  あさってから師走ということで、朝、夕の寒さ

が厳しい季節となってまいりました。 

  先日の議員全員協議会におきまして、議員の皆

様にはご報告させていただきましたが、私ごとで

大変恐縮でございますが、今月８日に入籍をさせ

ていただきました。 

  今までは議員の中で私だけが独身でございまし

たので、肩身が狭かった部分もございましたが、

やっと仲間に入れさせていただきました。 

  今後は夫婦手をとり合って歩んでいきたいと思

いますとともに、市政発展のため、そして那須塩

原市の未来のために精進してまいりたいと思いま

すので、今後ともどうぞよろしくお願いいたしま

す。 

  それでは、通告書に基づきまして、市政一般質

問を行います。 

  １、移住・定住の促進における空き家等の活用

と住環境の支援策について。 

  適正に管理が行われていない空き家等は、建物

倒壊による被害、屋根や外壁の飛散による被害、

衛生上の問題、景観上の問題、不法侵入の危険、

道路通行上の影響など、住民の生活環境において

悪影響が懸念されております。 

  これらの特徴と悪影響は複合的に発生し、放置

される期間が長ければ危険度が増すことを考える

と、古い空き家ほど対策が必要であるというふう

に考えます。 

  現状でも空き家等の問題は重要視されておりま

すが、今後はより一層、対策強化を求められてお

り、空き家等の増加が予想されることが背景にご

ざいます。 

  その理由は、少子高齢化だけでなく、税制など

多方面に関係しております。 

  既に人口減少は始まっておりますが、国立社会

保障・人口問題研究所の推計によりますと、人口

減少の影響で日本の世帯数は2019年をピークに減

少に転じると見込まれております。世帯数が減っ

ても同時に家が解体されるとは限らず、空き家が

残るケースもあることと思います。 

  親が高齢になっても子どもと同居する世帯は少

なく、親がみずから子どもに負担をかけないよう

に介護施設を利用するなど、高齢者比率が高まる

につれ、親が介護施設に入って実家が空き家にな

っていきます。 

  建物がある土地は、土地の固定資産税が最大６

分の１まで優遇される特例がございます。逆に考

えますと、お金をかけて解体をすることで土地の

固定資産税が数倍にふえるため、空き家が古くな

っても解体にはなかなか至りづらいと考えられま

す。 

  予算が許せば新しくきれいな家に住みたいのは

みんな同じで、売買でも賃貸でも築年数の浅い物

件のほうがニーズは高くなります。古くなった空

き家ほど需要は小さく、活用は限られてしまうの

で残っていきます。 

  空き家等は住民の生活環境において悪影響が顕

在化され、さらに空き家がふえることを考慮する

と、国策として空き家等対策を進める必要が高ま

ってまいりました。 

  そのような中、国においては「空家等対策推進

に関する特別措置法」が制定され、空き家等対策

における市区町村の責務も明確に示されたところ

でございます。 

  本市においても、生活環境の保全及び安全に安

心して暮らせるまちづくりの推進に寄与すること
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を目的として、「那須塩原市空き家等対策の推進

に関する条例」が平成28年に制定され、平成29年

６月には「那須塩原市空き家等対策計画」が策定

されました。 

  本市の実態調査結果から見た空き家等の現状に

ついては、７万8,343件の調査対象建築物に対し、

外観調査により空き家等と判定した件数は3,073

件で、割合にすると3.9％であることがわかりま

した。 

  加えて、本市の中古住宅の取得状況については、

平成25年の住宅・土地統計調査によると、中古住

宅の取得割合は7.1％となっており、本市と栃木

県内の他市と比較しますと、宇都宮市、日光市に

次いで高く、栃木県よりも高くなっております。 

  このような調査結果から見ても、空き家等の既

存住宅の利活用を促進することが重要であるとい

うふうに考えます。 

  今後、空き家等並びに特定空き家等が増加する

傾向が見込まれる中で、市場流通化の促進が那須

塩原市への移住・定住につながる一つの特色とな

ることを願いながら、以下の点についてお伺いい

たします。 

  ⑴空き家等の活用について。 

  ①空き家等及び特定空き家等の実態についてお

伺いいたします。 

  ②特定空き家等に対する解体にかかる費用の補

助についてお伺いいたします。 

  ③特定空き家等に対する措置としての固定資産

税等の住宅用地特例の対象から除外した事例につ

いてお伺いいたします。 

  ④空き家等対策における本市の実施体制及び関

係機関・団体との連携についてお伺いいたします。 

  ⑤空き家バンク制度の利用者の傾向と登録者数

の推移についてお伺いいたします。 

  ⑥空き家バンク制度の物件情報登録及び利用者

登録に至るまでの相談内容の傾向と件数の推移に

ついてお伺いいたします。 

  ⑦空き家等の継続的な調査、把握の取り組みに

ついて、所有者の管理状況や活用意向等について

お伺いいたします。 

  ⑧中古住宅の流通促進に向けた支援の充実にお

ける金融機関と連携した支援制度についてお伺い

いたします。 

  ⑵定住促進事業について。 

  ①新幹線定期券購入補助金の利用実態と傾向に

ついてお伺いいたします。 

  ②三世代同居等家族定住支援補助金の利用実態

と傾向についてお伺いいたします。 

  ③定住促進事業における補助金の利用促進や補

助制度のさらなる充実について、本市の所見をお

伺いいたします。 

  以上、１回目の質問とさせていただきます。 

○議長（君島一郎議員） ２番、中里康寛議員の質

問に対し、答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（君島 寛） 中里康寛議員のご質問にお答

えを申し上げたいと思いますが、まずはご結婚お

めでとうございました。 

  １の移住定住の促進における空き家等の活用と

住環境の支援策について、順次お答えをいたしま

す。 

  初めに、⑴の空き家等の活用についてお答えを

いたします。 

  まず、①の空き家等及び特定空き家等の実態に

ついてでありますが、平成28年度に市内全域を対

象に空き家等実態調査を実施した結果、空き家等

と判定した件数は3,073件でございました。 

  内訳は、利活用が可能と思われる腐朽破損のな

い空き家等が1,827件で59.5％、一部破損のある

空き家等が735件で23.9％でございました。 
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  一方、利活用が困難な特定空き家等に該当する

と思われる全体的に腐朽破損がある空き家等が

448件で14.6％、屋根の変形や柱の傾きなどが生

じている空き家等が50件、1.6％でございました。 

  次に、②の特定空き家等に対する解体にかかる

費用の補助についてお答えをいたします。 

  特定空き家等の解体補助については、現在、他

市の実施状況を把握するなど、制度創設に向けて

検討を行っているところでございます。 

  次に、③の特定空き家等に対する措置としての

固定資産税等の住宅用地特例の対象から除外した

事例についてお答えをいたします。 

  本市においては、固定資産税等の住宅用地特例

の対象から除外をした事例はございません。 

  次に、④の空き家等対策における本市の実施体

制及び関係機関・団体との連携についてお答えを

いたします。 

  空き家等対策の実施体制については、建設部都

市整備課が担当課となっており、市民からの相談

等の最初の窓口となり、相談等の内容により庁内

各課と調整を図りながら対策を講じているところ

でございます。 

  また、関係機関団体との連携については、空き

家等の適正管理に関する協定を公益社団法人那須

塩原市シルバー人材センターと締結をしているほ

か、空き家バンク媒介に関する協定を公益社団法

人栃木県住宅宅地建物取引業協会及び公益社団法

人全日本不動産協会栃木県本部と締結をしており

ます。 

  次に、⑤の空き家バンク制度の利用者の傾向と

登録者数の推移についてお答えをいたします。 

  空き家バンクに登録されている空き家を利用し

ようとする者の傾向については、市外から本市へ

の定住希望や、市内の借家に居住している方が定

住のため空き家の購入を希望されるなどでござい

ます。 

  登録者数の推移につきましては、平成28年度は

10名、平成29年度は10月末で９名であります。 

  次に、⑥空き家バンク制度での物件情報登録及

び登録者登録に至るまでの相談内容の傾向と物件

の推移についてお答えをいたします。 

  相談内容の傾向については、親や親族から相続

した物件や、利用していない別荘の処分などが大

半であります。 

  空き家の登録件数ですが、平成28年度は４件、

平成29年度は10月末で５件であります。 

  なお、現在までに４件の売買及び賃貸の契約が

成立をしております。 

  次に、⑦の空き家等の継続的な調査、把握の取

り組みについて、所有者の管理状況や活用意向等

についてお答えをいたします。 

  平成28年度に実施をしました空き家等実態調査

の結果をもとに、今年度、空き家情報等のデータ

ベース化を図っており、今後は空き家所有者等の

特定を行い、アンケート等の方法により管理状況

や活用意向を把握したいと考えております。 

  次に、⑧の中古住宅の流通促進に向けた支援の

充実における金融機関と連携した支援制度につい

てお答えをいたします。 

  平成28年12月に、まちづくりや産業振興、定住

促進等を図り、持続的に発展するまちを実現する

ことを目的といたしまして、地方創生の推進に関

する協定を、株式会社足利銀行と締結をいたしま

した。 

  その中の取り組みとして、空き家バンク登録物

件を購入する方を対象に空き家バンク応援住宅ロ

ーン、空き家の解体または修繕に要する資金の融

資として空き家対策ローンの支援制度を設けたと

ころでございます。 

  この後につきましては、担当部長から答弁いた
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させます。 

○議長（君島一郎議員） 企画部長。 

○企画部長（藤田輝夫） それでは、私のほうから

は⑵の定住促進事業についてお答え申し上げます。 

  初めに、①の新幹線定期券購入補助金の利用実

態と傾向についてでございますが、この補助制度

は平成26年度から運用しておりまして、利用件数

及び金額は、平成26年度が５件、25万6,700円、

平成27年度が12件、98万8,600円、平成28年度が

17件、149万4,800円となっておりまして、利用件

数及び金額ともに増加傾向にございます。 

  次に、②の三世代同居等家族定住支援補助金の

利用実態と傾向についてでございますが、この補

助制度につきましても平成26年度から運用してお

りまして、利用件数及び金額は、平成26年度が12

件、120万円、平成27年度が10件、100万円、平成

28年度が11件、110万円となっておりまして、利

用件数及び金額ともに横ばいの傾向にございます。 

  最後に、③の定住促進事業における補助金の利

用促進や補助制度のさらなる充実についてでござ

いますが、両補助制度ともにＪＲや金融機関など

と連携して周知に努めてきたところでございまし

て、引き続き官民一体となって利用促進に向けた

取り組みを進めてまいります。 

  また、今年度から補助制度の一部を改正し、那

須塩原市まち・ひと・しごと創生総合戦略の計画

期間中はこの補助制度を継続することとしたとこ

ろでございまして、今後は適宜、事業効果を検証

しつつ、さらなる制度の充実を図ってまいりたい

と考えております。 

○議長（君島一郎議員） ２番、中里康寛議員。 

○２番（中里康寛議員） ご答弁いただきました。 

  ⑴から⑵まで関連性がございますので、一括し

て再質問をさせていただきます。 

  まず、特定空き家等に認定するまでには、いろ

いろな手順を踏んでいかなければならないわけで

ございますが、現時点で特定空き家等に認定され

た物件があるか、お伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（稲見一美） まず、特定空き家等の認

定の手順についてお話をさせていただきますけれ

ども、まず該当すると思われる建物を敷地外から

調査をいたしまして、所有者に対しまして通知や

連絡をまずさせていただきます。 

  それでも改善されないという場合に、空き家等

対策の推進に関する特別措置法に基づきまして、

立ち入り調査を行います。 

  その結果を、空き家対策審議会に諮問いたしま

して、そこで特定空き家に該当するというふうに

意見が出されたものを特定空き家として認定をす

るということでございます。 

  個人の所有物に対しまして強制代執行をかける

というような形になるものですから、そういうこ

とで審議会のほうに諮って、学術関係者にご審議

をいただいて認定するというスタイルをとってお

ります。 

  現在、店舗と併用の住宅が１件、それから専用

の住宅が１件、それから工場、倉庫等が１件の３

件が特定空き家として認定をされております。 

○議長（君島一郎議員） ２番、中里康寛議員。 

○２番（中里康寛議員） 承知いたしました。 

  認定された空き家等があるということで、助言、

指導といった手続を踏んでいく、あるいは踏んで

いる物件があるというふうに思います。 

  このような手続を進めるのは大変ご苦労される

と思いますが、引き続き取り組んでいただきます

ようお願い申し上げます。 

  続きまして、勧告あるいはそれに伴って固定資

産税等の住宅用地特例地から除外する手続の対象
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となっている物件はあるか、お伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（稲見一美） これは先ほども申し上げ

ましたとおり、特別措置法に基づいて順序立てて

やるというような作業手順も決められておりまし

て、現在この３件につきましては、指導、助言の

段階でございます。 

  その次の勧告までいきますと、住宅用地の特例

から除外するということになるものですから、今

のところまだ勧告まではいっておりませんので、

対象となる勧告をしていないので特例から除外す

る物件は今のところないということでございます。 

○議長（君島一郎議員） ２番、中里康寛議員。 

○２番（中里康寛議員） 承知いたしました。 

  続きまして、行政代執行に至った空き家等はあ

るかお伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（稲見一美） この強制代執行に行くま

では、やはりたくさんの工程を経なければなりま

せん。まず、指導、助言、勧告その後に命令とい

うのがございます。それに従わなかった場合には、

公表を行って、最後に代執行ということでござい

ますので、現在のところ代執行まで行ったものは

まだございません。 

○議長（君島一郎議員） ２番、中里康寛議員。 

○２番（中里康寛議員） 承知いたしました。 

  続きまして、応急代行措置を講じた空き家等は

あるかお伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（稲見一美） 応急代行措置をしたのは

２件ございます。 

  参考までに内容ですが、１件は、敷地内に立っ

ているアカシアの木に大変な害虫が発生してしま

って、近隣の住宅地の壁にまでその影響がいって

しまったということで、応急代行措置としてその

木を伐採するという作業になったのが１件、もう

一つは、台風のときにトタン屋根が外れて、ほか

の家のところまで飛んできてしまったということ

ですので、防護ネットをかけるというような応急

代行措置をやっております。 

○議長（君島一郎議員） ２番、中里康寛議員。 

○２番（中里康寛議員） 承知いたしました。 

  応急代行措置というのは、人の生命、身体また

は財産に重大な危険が切迫していると認められる

ときに、回避する必要最小限度の措置でございま

す。 

  先ほどの答弁にもあったように、台風あるいは

地震などの災害によって引き起こされる場合があ

るというふうにも思います。 

  その都度いろいろなケースがあると思いますの

で、ご苦労されると思いますが、市民の安心安全

のために引き続きよろしくお願いいたしますよう、

お願い申し上げます。 

  続きまして、特定空き家等の解体補助の制度創

設について、現時点でのタイムスケジュールをお

伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（稲見一美） 特定空き家等の解体補助

の制度の創設につきましては、現在、制度設計を

行っているところでございます。 

  大分でき上がってまいりましたけれども、私ど

も建設部としては、来年度、平成30年度をめどに

実施をしたいというような希望を持って、作業を

進めております。 

○議長（君島一郎議員） ２番、中里康寛議員。 

○２番（中里康寛議員） 承知いたしました。 
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  続きまして、関係機関、団体との連携について、

具体的な連携内容をお伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（稲見一美） 先ほど市長からお答えが

ありましたバンク制度につきまして、私どもで宅

建協会あるいは全日本不動産協会等とやっている

ほかに、シルバー人材センターとも連携をしてい

ます。 

  この協定の内容でございますが、空き家の所有

者の方と契約していただいて、屋外から破損等の

目視確認をしてもらう、または雑草が繁茂した場

合にそれの処理をすると。それから庭木の管理な

どもやっていただいて契約した所有者に報告をす

るというような形で、そういうことをやっていた

だきたいということで協定を結んでおります。 

  あとは、先ほどやはり市長からお答えがありま

したとおり、足利銀行と連携して、ローンのご協

力をいただいているということでございます。 

○議長（君島一郎議員） ２番、中里康寛議員。 

○２番（中里康寛議員） 承知いたしました。 

  続きまして、空き家バンク制度の利用者の傾向

について、いろいろな利用者がいると思いますが、

年齢層や市内外の定住者の割合などをお伺いいた

します。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（稲見一美） 空き家バンクを利用して

空き家の売買それから賃貸をしていただいた利用

者の方は数が少ないのですが、年齢層についてち

ょっとお話をさせていただきますと、60代の方が

お二人、40歳代の方がお一人、それから20歳代の

方がお一人でございまして、どの方も全て定住の

ために本市に転入をされているということでござ

います。 

○議長（君島一郎議員） ２番、中里康寛議員。 

○２番（中里康寛議員） 承知いたしました。 

  空き家対策って聞きますと、何となく負のイメ

ージが強いように思いますが、本市の空き家バン

ク制度の利用者において市外からの定住者に若者

も含まれているとお聞きしまして、私の心の中に

１輪のお花が咲いた、こんな気分になりました。 

  本市においても空き家バンク制度が定住促進に

活用できるという一つの事例だというふうに思い

ます。とてもよい傾向であるというふうに思いま

すので、引き続き取り組んでいただきますようお

願い申し上げます。 

  続きまして、空き家バンク登録建物リフォーム

補助金について、補助金額や内容を他市と比べま

すと軒並み一緒で、生意気なようでございますが、

特色は余りないというふうに感じました。 

  定住促進につなげるせっかくの制度でございま

すので、本市の一つの特色となるような制度であ

ればよいのかなというふうに思いますが、このよ

うな補助制度について、本市の考え方についてお

伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（稲見一美） 特色が余りないというこ

とで、厳しいご意見頂戴したところでございます。 

  ただ、私どもの空き家バンクの制度、リフォー

ム等を入れたそういう制度の第１の目的は、最終

的に特定空き家になるようなものをできるだけつ

くらない、またそうなったものをできるだけ早く

処分したり解体をしたりしてほしいということで

つくった制度でございまして、その２次的な効果

として定住促進につながるということなのかなと

いうふうに思っております。 

  そういうことで、つくった段階では他市の状況

等を参考にしながらつくらせていただいたもので
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すから、ご指摘のとおり他市の事例とそう変わら

ないということになってしまったというふうに思

っております。 

  ただ、これ、実施後間もない制度でございます

ので、温かい目で見守っていただければと思いま

すけれども、関係団体とかからもご意見なども頂

戴して、または定住促進の担当などともお話し合

いをしながら、もっと充実した制度にできるだけ

研究していきたいというふうに考えております。 

○議長（君島一郎議員） ２番、中里康寛議員。 

○２番（中里康寛議員） 承知いたしました。 

  中古住宅の流通は民業で行っておりますので、

補助制度の行き過ぎは民業圧迫といった、このよ

うな問題もあろうかというふうに思います。 

  しかしながら、一方では空き家が空き家のまま

ではこれもよくないわけでございまして、ぜひ研

究していただいて、制度の充実に取り組んでいた

だきたいというふうに思います。 

  続きまして、新幹線定期券購入補助金の傾向に

ついて、利用者は増加傾向にあるという答弁でご

ざいました。 

  このような中で、その事業効果として市外から

市内への定住者の傾向と現時点での検証結果につ

いてお伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田輝夫） 新幹線定期券補助の関係

のご質問でございます。 

  定住者すなわち利用者でございますが、そちら

の傾向についてということでございますが、利用

者はどちらから転入されてきたのかというところ

をまず見てみますと、転入元は東京都からの移住

者が最も多くて、その次に埼玉県、そして神奈川

県の順になっているということで、いずれも東京

圏からこちらに移られてきた方の利用が中心とな

っているということが１つございます。 

  あともう一つは、どの年代層が一番多く使われ

ているかということでございますが、やはりこち

らにつきましては、30代、40代の年代層の方が一

番この制度を活用されているということでござい

ます。 

  あともう一点のお尋ね、現時点での検証結果と

いうことでございますが、この補助金の利用者の

ほとんどが、ただいまも申し上げたとおり東京圏

からの移住者であるということが１つ、あともう

一つは、子育て世代、30代、40代の方がこの補助

金を多く使っているといったような実態、あわせ

ましてこの補助金については、利用状況を見てみ

ますと増加傾向にあるということでございますの

で、こういうことからいたしまして、我々といた

しましては一定の効果を得ている事業だというふ

うに認識しているところでございます。 

○議長（君島一郎議員） ２番、中里康寛議員。 

○２番（中里康寛議員） 利用者の傾向において東

京都、埼玉県、神奈川県の若い現役世代が中心で

あるということで、理解いたしました。 

  こんなお話を聞いたことがあるのですが、東京

駅で地域おこしイベントをある団体が行ったとき

に、栃木県の那須といえば那須町、那須塩原市、

大田原市の中でどこをイメージしますかといった

ようなアンケートを実施したところ、７割の人が

那須塩原市というふうに答えたそうです。 

  私は、那須といえば那須町を思い浮かべてしま

うんですけれども、東京圏の人たちにとっては那

須塩原市が那須であるということに驚きましたし、

大変うれしくも思いました。 

  東京圏の若者の移住を促進させるために、こう

いった人たちを対象とした行政サービスとしてど

のようなものがあったら喜ぶのか、実際に移住さ

れてきた方々に直接アンケートを実施してみても
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よいかもしれません。ニーズリサーチを実施しな

がら定住促進に引き続き取り組んでいただきたい

というふうに思います。 

  続きまして、三世代同居等家族定住支援補助金

の傾向について、横ばいの傾向という中で、その

事業効果としての市外から市内への定住者の傾向

と現時点での検証結果についてお伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田輝夫） 三世代同居等補助につい

ての定住者、利用者の傾向ということについての

まずお尋ねだと思いますが、こちらにつきまして

は、那須塩原市内で住所を移動しまして利用して

いる方が最も多いということでございます。次い

で、県内の他の自治体からこちらに移ってきた方

が利用するといった利用が２番目に多いといった

ような状況になっております。 

  また、新築購入、リフォームといった住宅要件

の別では、やはり新築が最も多いというような状

況になっております。 

  検証結果でございますが、こちらにつきまして

は、那須塩原市内の利用者、すなわち市民の皆さ

んの利用といったものが最も多いといったことか

らいたしまして、人口の流出抑制というものが図

られているというふうに考えておりまして、この

ことから、定住促進に結びついているといったこ

とで我々としては評価をさせていただいておりま

す。 

  しかしながら、議員ご指摘のとおり、利用状況

が横ばいにあるというようなこともございますの

で、これからは一層、利用促進に向けたＰＲ、周

知等を図ってまいらなければならないというふう

に思っております。 

○議長（君島一郎議員） ２番、中里康寛議員。 

○２番（中里康寛議員） 三世代同居等家族定住支

援制度は、人口流出を防ぐ定住に結びつける補助

制度であるということで、理解いたしました。 

  続きまして、三世代同居等家族定住支援補助金

について、県内外の他市と比べて補助金を比べま

したら、私が調べた限りでは本市はかなり少ない

ように感じました。 

  当然、補助金をふやせば比例して定住者がふえ

るというような単純なものではないというふうに

も思いますが、本市の考え方についてお伺いいた

します。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田輝夫） 三世代同居の補助金額に

対する本市の考え方というお尋ねだと思います。 

  議員ご承知のとおり、本市の補助金の上限額は

１件当たり10万円ということになっておりまして、

県内の他市においては本市よりも高い補助金を支

出している自治体があるというのも実態でござい

ます。 

  そんな中で、議員ご指摘いただいたとおり、補

助金をふやせば比例して定住者がふえるというも

のではないというお話でございますが、この件に

つきましては、私どもも全く同感だということで

ございます。 

  現に我々のところが10万のところで、私が調べ

た限りでは40万円を出しているという自治体もこ

の近くにございますが、そこの利用実態を聞いた

限りの中では、私どもの３分の１程度の利用者し

かないということもございますので、額の高いだ

けが利用者の増といったものに反映しているのか

というと、そこはちょっと疑問があるのかなとい

うふうに思っております。 

  そもそもこの補助制度につきましては、本市に

おける定住促進施策を推進するに当たってモデル

的な事業ということで、他市に先駆けまして実施
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してきたという経過がございます。 

  そんな中で、平成26年度からこの制度を開始し

てきたということで、平成26年度からの実績を踏

まえまして、今年度からは同居、隣居といったも

のを同居、近居といったところに改めまして、要

件を緩和したというところでございます。 

  我々としては適宜こういう形で使い勝手のよい

ものにしていっているというようなことをやって

いるというふうに考えているところでございます。 

  今後は人口流出抑制の観点から、より多くの市

民の皆さんに使っていただけるように、さらに制

度の改善あるいは使いやすい制度にしていくこと

が必要かなというふうに思っています。 

○議長（君島一郎議員） ２番、中里康寛議員。 

○２番（中里康寛議員） この支援制度の３年間の

予算の執行率について、平成26年度は60％、平成

27年度は50％、平成28年度は55％で、平均55％で

推移をしているということでございます。 

  このような中、今年度の改正において要件を隣

居から近居に緩和したということで理解いたしま

した。 

  執行率が50％台どまりということでございます

ので、まずは周知に努めていただいて、引き続き

制度の充実に取り組んでいただきたいというふう

に思います。 

  最後に、空き家等の活用及び定住促進事業につ

いて、現状での成果、課題をお伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（稲見一美） 成果と課題についてとい

うことでございますが、空き家対策の担当部から

のお話をさせていただきますけれども、まず、バ

ンク以外、成果といたしましては、特別措置法が

施行されてから私ども担当する都市整備課に192

件の苦情が寄せられました。 

  私ども都市整備課で所有者を調査したり、それ

からその所有者に電話をしたり訪ねていったりし

ながら、さまざまな働きかけを行って、ご対応を

いただけて、そして現在のところの苦情について

は全て対処されたというふうに判断できているの

は、その192件のうち91件が解決できたというこ

とでございます。もちろん半数以上はまだ未解決

ということで、引き続き対応を図っているところ

ですが、成果としては91件。 

  それから、課題としましては、やはり空き家バ

ンクに登録していただく件数が少ないということ

が一番の課題だと思います。 

  先ほど議員のほうから民業を圧迫というような

お話もございましたけれども、やはり媒介の業者

さんは、よい物件は自分で確保して自分のご商売

で売りたいというようなお気持ちもあるので、そ

ういう物件が多いために、空き家バンクに登録し

ていただくという数がなかなかふえないというの

が実情でございます。 

  今年度データベース化を構築しておりますので、

全てデータがうまくまとまりましたら、アンケー

ト調査、それからバンク制度の広報などを行って

いって、何とかバンクの登録数をふやしたいとい

うふうに考えております。 

  以上でございます。 

○議長（君島一郎議員） 企画部長。 

○企画部長（藤田輝夫） 私のほうからは、この３

年間の新幹線と同居と補助の成果と課題について

ご答弁申し上げたいと思います。 

  先ほど来お答えしているとおりということでご

ざいますが、まず、成果につきましては、それぞ

れの補助金について利用実態については若干ばら

つきがあるということではございますが、そうは

いえ、所期の目的でございます移住や定住といっ

たものに着実に結びついているという実態がござ
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いますので、我々といたしましては一定の評価を

させていただいているというところでございます。 

  また、課題につきましては、まず１点目は、さ

らに多くの皆さんにご利用いただけるよう、効果

的なＰＲを行っていかなければならない。 

  そして２点目といたしましては、今までやって

きたということでございますので、過去の実績デ

ータをしっかり分析して、利用者等を対象にアン

ケート調査をしながら、どういうニーズがあるか

といったところをしっかりとあぶり出しまして、

それらにしっかり応えられる制度にしてまいりた

いというふうに考えております。それが課題だと

いうふうに認識しております。 

○議長（君島一郎議員） ２番、中里康寛議員。 

○２番（中里康寛議員） 承知いたしました。 

  少子高齢化が進行して、住宅のストック数が世

帯数を上回り、空き家の増加も生ずる中、いいも

のをつくって手入れをして長く使う、このような

社会に移行することが重要であり、平成28年に閣

議決定した住生活基本計画のもと、空き家等を含

めた中古住宅の流通リフォーム市場の環境整備を

政府も進めているところでございます。 

  空き家中古住宅の流通において、リフォーム市

場の環境整備は地元の産業界にとっても一つのチ

ャンスであるというふうに思いますし、また那須

塩原市の空き家中古住宅の流通環境が移住や定住

につながる一つの魅力になったら、衣食住のうち

の一つですから大きな特色にもなるというふうに

思います。 

  本市においても、限られた予算の中で補助制度

の充実に取り組んでいると思います。 

  このような補助制度の充実において、継続的に

結果を検証し、適材適所で投資をしていくことも

大切であると同時に、ソフト面の充実を図ること

も重要であるというふうに思います。 

  例えば空き家の流動化を図っていく上では、ど

うしてもリフォームをしなければ住めない、そこ

に補助金をふやしていく一つの切り口と、連携し

ている関係機関や団体との情報発信など、ただ締

結を交わしたといった形上の連携ではなく、よく

話し合っていただいて、このような情報発信には

こういう費用がどうしてもかかってしまうとか、

そのような部分があれば運営費あるいは管理費に

補助をする、そのかわりもっと充実をした情報発

信をしてもらう、もっと魅力的なものにしてもら

うといった、ソフト面の対策。 

  それから先月、栃木県においてみんなで栃木県

の木を使おう、とちぎ木づかい条例というものが

施行されました。この条例は唯一、都道府県名に

木の文字がある栃木県の森林を、県民共有の財産

として健全な姿で次の世代に引き継ぐために、県

産木材の積極的な木づかいを進めることを目的に

制定されました。 

  県の条例では、新築する物件を対象としている

のですが、リフォームをする中で県産材を使って

もらう部分に、５万でも10万円でもいいと思うの

ですが市として独自の補助制度を創設するであっ

たり、空き家バンク登録建物リフォーム補助金が

上限50万円となっておりますが、そこに三世代同

居等家族定住支援補助金や独自の定住促進の補助

制度を組み合わせてマックス100万になるであっ

たり、他市他県から来た人だったら誰にリフォー

ムを依頼したらよいかわからないので、そこで商

工会につないであげたり、それらを連携させて一

つのパッケージとして、興味を持った人がわかり

やすく自分に合う条件があれば、那須塩原市の制

度っていいねってなるような、そんな特色性のあ

るものが必要だというふうに思います。 

  ぜひ各課で連携をしていただいて、特色のある

独自の空き家、中古住宅の流通環境整備を要望い
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たしまして、私の市政一般質問を終わります。 

  ありがとうございました。 

○議長（君島一郎議員） 以上で２番、中里康寛議

員の市政一般質問は終了いたしました。 

  ここで昼食のため、休憩いたします。 

  午後１時、会議を再開いたします。 

 

休憩 午後 零時１２分 

 

再開 午後 １時００分 

 

○議長（君島一郎議員） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

  ここで、総務部長から発言があります。 

  総務部長。 

○総務部長（伴内照和） 午前中の佐藤一則議員の

ご質問に対しまして、耐震性の防火水槽の関係で、

40ｔ級については全て耐震化が図られているよう

なご答弁を差し上げましたが、過去に整備したも

のについては、まだ十分な耐震化が図られていな

いということで、ことし４月１日現在での耐震化

された防火水槽は226基、将来目標は249基という

ことで訂正をさせていただきたいと思います。 

  それと、もう一点ございます。黒磯消防署の整

備の関係でございますが、答弁の中で9,000㎡弱

というお答えをしましたが、申しわけありません、

8,000㎡弱の面積でございます。 

  訂正のほど、よろしくお願いいたします。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 山 形 紀 弘 議員 

○議長（君島一郎議員） 次に、１番、山形紀弘議

員。 

○１番（山形紀弘議員） 午後もよろしくお願いし

ます。議席番号１番、那須塩原クラブ、山形紀弘

です。 

  通告書に従い、市政一般質問を行います。 

  １、本市の積雪、雪崩等の予防対策について。 

  ことし３月に那須町営スキー場付近の国有林で

発生した雪崩事故で、多くの若いとうとい命が失

われる大変残念な事故が起こりました。 

  異常気象、ゲリラ豪雨など、今まで経験したこ

とのない災害が各地で起こっております。これか

ら冬のシーズンが訪れ、多くの積雪が予想され、

本市のスキー場や道路にも雪崩事故が発生するか

もしれません。道路が寸断されて孤立する地域や

観光客に影響があるかもしれません。 

  栃木県のホームページでは、塩原温泉、板室温

泉街付近に雪崩危険個所41カ所と記載されており

ます。積雪、雪崩事故を未然に防ぐためにも、予

防対策の強化とともに周知啓発が必要になること

から、以下の点についてお伺いします。 

  ⑴本市の道路の積雪対策についてお伺いいたし

ます。 

  ⑵除雪体制の整備についてお伺いいたします。 

  ⑶雪崩発生時における消防署、消防団、警察な

どの連携はどのようになっているのかお伺いしま

す。 

  ⑷本市の雪崩危険箇所の点検はどのように実施

されているのかお伺いします。 

  ⑸本市の雪崩予防対策についてお伺いします。 

  ⑹高齢者や障害者などの生活弱者への除雪の対

応についてお伺いします。 

○議長（君島一郎議員） １番、山形紀弘議員の質

問に対し答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（稲見一美） 私からは、１番の本市の

積雪、雪崩等の予防についてお答えをいたします。 

  まず初めに、⑴の本市の道路の積雪及び⑵の除
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雪体制の整備につきましては、関連がありますの

で一括してお答えをさせていただきます。 

  本市におきましては、毎年度、除雪計画を策定

いたしまして、市道などの積雪に対して除雪作業

や融雪剤の散布を行う体制を整備しております。 

  除雪計画では、黒磯、西那須野、塩原の各地区

単位で、市職員及び民間委託業者による作業班の

編成や積雪量に応じて、効率的な除雪作業を実施

するための体制の整備に関する事項を定めており

ます。 

  また、山間部の大量の積雪が見込まれる路線に

つきましては、あらかじめ冬期間通行どめの措置

を行うこと等により、安全対策を実施しておりま

す。 

  飛びまして、⑷の本市の雪崩危険箇所の点検は

どのように実施されているかについてお答えいた

します。 

  雪崩危険箇所の点検につきましては、積雪時に

除雪のためのパトロールにあわせて道路周辺の状

況の観察は行っておりますが、雪崩危険箇所全体

の点検というのは、今のところ実施しておりませ

ん。 

○議長（君島一郎議員） 総務部長。 

○総務部長（伴内照和） 私のほうからは、⑶と⑸

についてお答えいたします。 

  ⑶の雪崩発生時における消防署、消防団、警察

などの連携についてでございますが、雪崩発生時

に限らず、大きな災害や遭難事故などが発生した

場合には、消防組合と警察、互いに情報を提供し

合いまして、共同で救助や捜索等の対応に当たっ

ております。 

  消防団につきましては、消防組合等からの協力

要請を受け、市長、団長の指示により出動するこ

ととなりますが、雪山における捜索、また事故処

理等につきましては、装備もなく練習もしており

ません。訓練もしておりません。そういったこと

から、危険が伴う雪崩発生現場への出動は難しい

ものと考えております。 

  次に、⑸の本市の雪崩予防対策についてお答え

をいたします。 

  雪崩防止工事等のハード対策は、県が実施する

こととなっております。市につきましては、ソフ

ト面の対策として、県と連携し、雪崩危険箇所の

周知等を行っているところでございます。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） 保健福祉部長。 

○保健福祉部長（塩水香代子） では、最後に私の

ほうからは、⑹の高齢者や障害者などの生活弱者

への除雪の対応についてお答えいたします。 

  現在のところ、高齢者や障害者などの生活弱者

の方への除雪の対応については、市の具体的な支

援の仕組みはございません。個人の宅地内の除雪

は、まずは、原則個人や地域の助け合いで行って

いただければと思っております。 

  しかしながら、体の状態によりましては、市社

会福祉協議会と連携を図りながら対応を検討して

まいりたいと考えております。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） １番、山形紀弘議員。 

○１番（山形紀弘議員） ⑴と⑵と⑷につきまして

は関連性がありますので、一括にて再質問いたし

ます。 

  実は、きのう、議会終了後、私も雪崩の質問を

するので、その危険個所を塩原温泉まで行って実

際に見てまいりました。 

  まさかこんなところというところも結構ありま

したし、ちゃんとガードがしてあるところもあり

ました。雪がこれから降るということで、幸い本

市には大きな雪崩事故がありませんのでほっとし

ておりますが、万が一ということもありますので、
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万全を期するということでこの質問をさせていた

だきました。 

  除雪するに当たって、年間除雪費用、どれぐら

いかかっているのか、その辺をお伺いします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（稲見一美） 除雪に関する経費という

ことでございます。経費につきましては、雪の降

る量が毎年変動いたしますので、一定の額という

決まった額はございませんが、参考までに昨年度

の除雪作業の経費を調べておきましたので、それ

についてお答えをいたしますと、黒磯地区は508

万7,772円、そのほかに原材料費として41万9,300

円程度。それから、西那須野地区は、業務委託料

といたしまして108万4,536円。塩原地区は業務委

託料が3,460万6,766円、原材料費が41万2,884円

でございました。合計いたしますと4,161万1,300

円というふうになります。 

  参考までに、大雪のありました平成25年度の経

費につきましては、黒磯地区の業務委託料が

2,420万6,000円、原材料費が104万円。西那須野

地区は業務委託料が280万8,000円。それから、塩

原地区につきましては業務委託料が3,121万9,000

円、原材料費が54万5,000円。総計にいたします

と5,982万円程度というふうになります。 

  以上でございます。 

○議長（君島一郎議員） １番、山形紀弘議員。 

○１番（山形紀弘議員） やはり塩原地区は、もち

ろん積雪が多いので、これくらいの費用はかかる

ということはわかりました。 

  先ほど答弁いただいて、積雪量に応じて効率的

な除雪作業を実施するため、体制整備をしている

ということですが、具体的にどういうふうな体制

整備で除雪活動を行っているのかお伺いします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（稲見一美） 除雪の体制ということで

ございますけれども、毎年計画しております除雪

計画によりまして、参集する道路課の職員の基準

とか、それから除雪の作業体制を定めておりまし

て、参集の基準としましては、10㎝以上の降雪を

観測した場合とか、それから大雪注意報が発令さ

れている場合などに職員を参集させると。それか

ら、委託業者に対して作業の指示をするというよ

うなことでございます。 

  その職員の作業内容、それから委託業者の担当

路線、連携体制などを定めているものでございま

して、これは市職員だけではもちろん十分ではあ

りませんので、除雪用の重機を保有する業者の協

力をいただいてやっているということでございま

す。 

○議長（君島一郎議員） １番、山形紀弘議員。 

○１番（山形紀弘議員） 降雪が10㎝になったら除

雪が始まるということで、塩原の方に聞いたので

すが、数年前に雪崩危険箇所で実際に雪崩が起き

て、国道400号線が雪崩で寸断されたというふう

なお話を聞いたのですが、そのとき、市としては

どのような対応をとられたのかお伺いします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  塩原支所長。 

○塩原支所長（宇都野 淳） 数年前の大雪につき

まして、塩原での対応、私のほうでお答えいたし

ます。 

  平成26年２月14日、15日に大雪が降りました。

那須塩原全域においても相当な雪が降りまして、

対応に苦慮したところでございますが、その際に、

塩原におきましては、尾頭トンネルの手前で大き

な雪崩が発生いたしました。午前零時ごろでした。

その際に、乗用車が一部影響を受けましたが、そ

の後、その乗用車の救出に向かった救急隊員の車
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についても、やはり雪崩の一部がかかりまして、

その後、県土木と民間の業者で対応をして除雪を

行いましたが、その際には、午後２時ごろまで約

14時間ですか、大変長い時間国道400号が通行ど

めになっておりました。 

  また、一部元湯温泉においても雪崩が起きまし

て、一部の旅館に入れないという状況が起きてお

りました。 

○議長（君島一郎議員） １番、山形紀弘議員。 

○１番（山形紀弘議員） そのときに大きな被害が

なかったということは不幸中の幸いで、私もその

ときは黒磯も結構降ったのではないかなと思って

います。 

  その現場だと思うんですが、本当にのり面が出

ていて、わっと来れば400号線が寸断されてしま

うところだと思うので、恐らくあの場所だと思う

んですが、今後も引き続きその辺はよく注意して

いただきたいと思っております。 

  先ほど答弁いただいた、栃木県の中では209カ

所雪崩危険個所が制定されております。実際、那

須塩原市は41カ所ということで、先ほど答弁いた

だいて、雪崩危険箇所の点検は実施していないと

いうことですが、そういう事例もありますので、

私としてみれば、今後、地域の住民の方々といろ

いろ協議して、雪崩危険箇所の情報の共有と起き

たときの対応、地元の方々と相談し、そういうふ

うなところを努めていて、少しでも危険度を下げ

るようにその辺は要望したいと思っていますので、

引き続きその辺はご検討ください。 

  続きまして、⑶と⑸につきまして、一括して再

質問させていただきます。 

  先ほどいただいた消防団ということで、私も消

防団に入っておりますが、もちろん雪崩の訓練は

受けておりませんので、２次災害ということで、

逆に助けに行ったら助けられてしまうかもしれな

いということで、もちろんそういったものは、消

防団は活用できないということで、いろいろな防

災訓練はしておりますが、消防署や警察などは、

雪崩のときにそういった訓練を常時しているのか

どうかお伺いします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（伴内照和） 訓練を行っているかとい

うことでございますが、警察、消防につきまして

は、雪崩等に対応するがための装備等については

準備をしております。ただ、具体的な訓練をやっ

ているかどうかについては、ちょっと私のほうで

は把握していない現状でございます。 

○議長（君島一郎議員） １番、山形紀弘議員。 

○１番（山形紀弘議員） 装備が充実していれば、

どうにかなると思います。 

  ちなみに、那須町の国有林付近で発生した雪崩

事故のときに、那須塩原市にもありますが、ドロ

ーンがあると思うんです。ドローンなんかも災害

時には役に立つと思いますので、ぜひそういうふ

うなものも訓練の一環の中で取り入れていただけ

るよう、その辺も要望したいと思います。 

  続きまして、那須塩原市地域防災計画では、市

は県と連携して雪崩危険箇所の周辺住民等を中心

に、広く危険箇所の周知を行うということになっ

ておりますが、具体的にどういう周知をしている

のかお伺いします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（伴内照和） 危険箇所の市民の方への

周知ということでございますが、基本的にはホー

ムページの中に雪崩に対する記載を設けておりま

して、結果的には、県のホームページにリンクを

する形で危険箇所等の周知を図っているというの

が現状でございます。 
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○議長（君島一郎議員） １番、山形紀弘議員。 

○１番（山形紀弘議員） 私もそのホームページを

きのう拝見しました。その中で、ほかの項目の中

に防災ハザードマップということがありました。

そのハザードマップの中の一部に雪崩危険箇所と

いうことで組み込んでいただければ、幅広く地域

住民の方々に周知できるのではないかなというふ

うに思っております。 

  また、きのう塩原温泉の友達に聞いたら、「こ

こ雪崩危険箇所なんだけれども、知ってる」と言

ったら、「知らないよ」というふうに、そういう

ふうな声が明らかに多いところであります。塩原

の方々も「そうなの」というふうに、実際なって

いないからそんなには重要視していないと思いま

すが、せっかくすばらしい防災ハザードマップが

総務のほうでありますので、その辺、今後雪崩危

険箇所を追加して、より詳しく周知活動をしてみ

たらいいんではないかなということで提案します

が、その辺検討していただければありがたいと思

いますが、どういうふうなお考えでしょうか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（伴内照和） ご提案ありがとうござい

ます。この防災関係のハザードマップにつきまし

ては、土砂災害警戒とかそういったものを視点に

まとめているものですから、なかなか雪崩危険箇

所については記載をしていないところですが、今

後、図上で載せられ、よりわかりやすくプロット

できるかどうか、その辺も含めて改定にあわせて

検討してみたいと思います。 

○議長（君島一郎議員） １番、山形紀弘議員。 

○１番（山形紀弘議員） そのハザードマップを見

させていただいて、土砂災害のところと大体雪崩

危険箇所がリンクしているというのがほとんどだ

と思います。 

  改定するに当たり、そんなに困難なことではな

いと思いますので、ぜひその辺を組み込んでいた

だいて、周知活動に徹底していただきたいと思い

ます。 

  また、雪崩危険箇所ということで看板の設置と

か費用がかかりますが、その辺は市としてみれば

どのように考えているのかお伺いします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（伴内照和） 危険箇所の周知という方

法として看板設置、確かに有効な手段であろうと

は思います。実際に道路通行上の危険な場所もあ

れば、住宅に対する危険な場所とかいろいろあり

ますので、実際にどういう形で整備できるか、ま

た費用対効果という面で見ていくのか、いずれに

してもちょっと総合的に検討はしたいというふう

に思っております。 

○議長（君島一郎議員） １番、山形紀弘議員。 

○１番（山形紀弘議員） わかりました。 

  もし、本市で雪崩が起きた場合は、どういった

情報ツールで私たち一般市民に情報が来るのか、

その辺をお伺いします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（伴内照和） 雪崩が起きた際の周知と

いうことになろうかと思うんですが、一般的には、

エリアが特定される可能性が非常に高いというこ

とになりますので、その状況によっては、地区の

自治会長さんであるとか、自主防災組織の代表の

方とか、そういったところに電話等を使って連絡

をするというのが一番確実な方法であろうとは思

うのですが、改めて雪崩等が発生した際に、こう

いうシステム、連携の中で情報提供するというの

はまだ決まっておりませんので、その辺について

も、今後、十分協議を重ねながら検討したいと思



－95－ 

います。 

○議長（君島一郎議員） １番、山形紀弘議員。 

○１番（山形紀弘議員） せっかくあるみるメール

とかございますので、その辺で周知してみてはい

いかなと思うんですが、みるメールのほうの配信

者数がなかなか一向にふえないということで、私

も消防団に入っていて火事のメールが来たりいろ

いろな警察からのメールが来ておりますが、みる

メールの普及がいまいち上がらない原因はどのよ

うなことかお伺いします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（藤田輝夫） みるメールの普及につい

てのお尋ねでございますので、私のほうからお答

えさせていただきます。 

  私どもしましても、大きな市のイベントとかそ

ういう場を借りて、登録のＰＲといったものをし

ているところでございますが、なかなかそれが結

果に結びついていないというのが現状でございま

すので、我々といたしましては、さらにＰＲとい

うものを強めてまいりたいというふうに考えてお

ります。 

○議長（君島一郎議員） １番、山形紀弘議員。 

○１番（山形紀弘議員） 非常に便利なツールです

ので、みるメールの普及、まだ8,000人ぐらいし

か多分いらっしゃらないと。11万の都市に対して

8,000ということは、１割弱ということで、その

辺の普及ももう少し力を入れて、いち早く情報を

知らせるということで、引き続き少しでも多くの

方々にみるメールに入っていただけるよう努力の

ほうをお願いします。 

  続きまして、⑹除雪が困難な方々に一応先ほど

いただきました特別仕組みはつくっていないとい

うことでございますが、私の地域には、朝、スク

ールガード的なおじさんがいるのですけれども、

雪が降った場合、必ず小学生、中学生が通学路困

るだろうと思うことで、自分の庭を掃く前に、そ

ういう小・中学生の通学路を先にやってくれる方

がいるんです。 

  そういう方々が地域に結構いらっしゃるのです。

普通でしたら、自分の玄関先をやるのですが、ス

クールガードなので、子どもの行き帰りがわかり

ますから、子どもたちを少しでも危険にさらさな

いためにということで、そういうふうな心温まる

ようなお話もあるんですが、ぜひそういった地域

の方々、除雪ボランティアというんですかね、地

域雪かき応援隊みたいな感じでボランティアを募

って、あとはなかなかお年寄りなんかも除雪に対

して大変苦労されると思っています。また、障害

を持っている方なんかも、なかなかそういうふう

に除雪するのも困難だと思います。 

  新潟県とか福島県とか北海道、しょっちゅう雪

が降るところではないですが、地域での助け合い

のそういうふうなボランティア団体みたいなのも

つくっていただいて、ぜひそういった除雪ボラン

ティアみたいなのも考えておりますが、どのよう

にその辺は考えているのかお伺いします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（塩水香代子） 除雪ボランティア

に対することなんですけれども、実際、先ほど塩

原支所長が言った平成26年の大雪のときですね。

あのときなどの様子を聞くと、やはり地域の方々

がお互いに助け合いながら自分の敷地以外のとこ

ろも除雪したなどという事例も市内のあちこちで

あったというのを聞いております。 

  社会福祉協議会のほうにボランティアセンター

というのがあるんですけれども、私も一応確認を

したところ、除雪のためのボランティアというと

ころでの募集はないし、結成しているボランティ
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ア団体はないと伺っております。 

  実際、災害レベルの大雪になったときには、そ

ういったボランティアのセンターに登録する団体

の方に、場合によってはご協力いただくことがあ

りますよということをお話はしていますというこ

とも伺っております。ですから、市、今現在は、

先ほど仕組みはないとお答えさせてもらったんで

すけれども、除雪のためのボランティア団体とい

うのはないという実情でございます。 

  一応、やはりうちのほうでは、高齢者のほうで

始まっている事業なんですけれども、地域住民助

け合い事業というのがありまして、その対象は、

高齢者が中心ですけれども、地域で気になる方を

見守っていこうよということで住民の皆様にご理

解、ご協力いただきながら、市内に広がりつつあ

ることなんですけれども、そんな中で見守りをし

ながらひとり暮らしの方で雪が降ったときとかい

ろいろ地域の課題がだんだん出てくるのかなと。

実際出てきているところもございますので、そん

な中で地域の中からそういったボランティアとい

うのではないのだけれども、昔からあった助け合

いというのがまた広がっていけばいいのかなと期

待をしているところでございます。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） １番、山形紀弘議員。 

○１番（山形紀弘議員） 今後、少子高齢化という

ことで、お年寄りがますますふえて、そういった

除雪のみならずいろいろなことでお困り事がある

と思いますので、その辺も有志を集めて、地元の

消防団とか、逆にそういうふうに志高い人たちを

ボランティア活動に組み入れて、ぜひそういった

除雪活動のみならずいろいろなところで活躍して

いただきたいと思います。 

  たまたまこの質問をしたら、12月１日から12月

７日が国土交通省と県の雪崩防災週間ということ

になっております。雪崩災害を未然に防ぐために

は、日ごろからの注意が大切ですということでホ

ームページを見させていただいたのですが、６つ

ぐらいの兆候があります。 

  これから冬のシーズンが訪れ、本市のスキー場

も２日前の月曜日にオープンしました。楽しいレ

ジャーとなるところが悲惨な雪崩事故に巻き込ま

れないように、市としても万全を期して、少しで

も那須塩原市のスキー場や温泉地に旅行に来て楽

しんで帰っていただきたいと思いますので、その

雪崩危険箇所をぜひ検討していただきたいと思い

ます。 

  ちなみに、全層雪崩ということで、土の上から

雪崩が来ると時速40㎞から80km、それは大体車の

スピードだそうです。 

  逆に、表層雪崩というのは、凍った上の氷から

流れる表層雪崩というのは、時速100㎞から200㎞

ということで、新幹線みたいなスピードだという

ことなので、あっと言ったらもうそのまま大変な

事故になりますので、そういうふうなこともある

ということで、雪崩危険箇所をぜひこの際、市も

してもみれば、危険箇所を少しでも減らして取り

組んでいただきたいと思います。 

  続きまして、２番、本市の学校給食について。 

  ９月に福祉教育常任委員会で西那須野学校給食

共同調理場、黒磯学校給食共同調理場にて所管事

務調査を行いました。安心で安全な給食を子ども

たちに提供する工程を見学、職員、調理する方々

の現場の声を聞き、給食も試食して来ました。 

  ことし８月、群馬県では、腸管出血性大腸菌

Ｏ-157に感染した集団食中毒があり、今でも原因

が不明のままとなっております。万全を期した体

制でもさまざまな要因で食中毒になり、大きな被

害が発生することが懸念されます。 

  安心で安全な学校給食を調理する上でも衛生管
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理が非常に重要になってくることから、以下の点

についてお伺いします。 

  ⑴学校給食を調理する中で、食中毒防止のため

のどのような対策を行っているのかお伺いします。 

  ⑵万が一、食中毒が発生した場合、どのような

措置がとられているのかお伺いします。 

  ⑶学校給食を配膳している子どもたちの食中毒

に対する予防啓発はどのようになっているのかお

伺いします。 

  ⑷今後、流行が予想されるノロウィルスの対策

についてお伺いします。 

  ⑸腸管出血性大腸菌Ｏ-157による食中毒対策に

ついてお伺いします。 

  ⑹新設される共英学校給食共同調理場の概要と

食中毒の対策はどのようになっているのかお伺い

します。 

○議長（君島一郎議員） １番、山形紀弘議員の質

問に対し答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（稲見一志） ２の本市の学校給食につ

いて、順次お答えをいたします。 

  初めに、⑴の学校給食を調理する中で、食中毒

防止のためにどのような対策をとっているかにつ

いてお答えをいたします。 

  学校給食は、国が定めました学校給食衛生管理

基準を遵守することとなっております。 

  多くの管理基準が示されております。幾つか申

し上げますと、生で食用する果実等を除き、加熱

処理したものを提供すること。また、和え物に使

用する野菜については、調理後速やかに冷却機で

冷却した上で冷蔵庫に保管すること。さらに、包

丁やまな板などの調理器具については、食品別、

用途別に使い分けることなどによりまして、食中

毒の防止に努めております。 

  次に、⑵の万が一、食中毒が発生した場合、ど

のような措置がとられているかについてお答えを

いたします。 

  本市では、学校給食における食中毒発生時の対

応マニュアルを策定しております。万が一、食中

毒が発生した場合には、このマニュアルに基づき

まして、発生した日時、場所、人数や症状など状

況を正確に把握した上で、保護者や関係機関へ連

絡するとともに、学校医及び保健所等関係機関の

指導を得ながら、二次感染の防止策をとることと

しております。 

  次に、⑶の学校給食を配膳している子どもたち

の食中毒に対する予防啓発はどのようになってい

るかについてお答えをいたします。 

  食中毒の予防には、手洗いの励行が非常に有効

であることから、全ての児童生徒がきちんと手洗

いできるよう学校の担任が指導しているところで

あります。 

  また、配膳に携わることになる給食当番につい

ては白衣や帽子、マスクの着用及び健康状態の確

認を行っております。 

  次に、⑷の今後、流行が予想されるノロウィル

スの対策及び⑸の腸管出血性大腸菌Ｏ-157による

食中毒対策については、関連がありますので一括

してお答えをいたします。 

  食中毒全般の予防対策としましては、学校給食

従事者に対し、適切な手洗いの励行、下痢や吐き

気などの症状がある場合には、給食業務に従事し

ないなど、健康管理の徹底、調理器具の適切な消

毒などについて指導し実行しております。 

  また、腸管出血性大腸菌Ｏ-157やその他の細菌

等につきましては、毎月２回の検便検査を実施し

ております。 

  ノロウィルスにつきましても、その流行期であ

ります10月から３月にかけまして、毎月１回検便

検査を実施して、健康状態の把握に努めていると
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ころでございます。 

  最後に、⑹の新設される共英学校共同調理場の

概要と食中毒の対策はどのようになっているかに

ついてお答えをいたします。 

  現在、共墾社地内に建設中の共英学校給食共同

調理場は、小学校７校、中学校４校の計11校に約

4,000食を提供する予定でございます。 

  新施設は、食材の下処理室と調理室を完全に分

離をし、また食材の種類ごとに専用の保管庫を設

け、衛生面に配慮した構造としております。さら

に、場内の温度及び湿度管理が適切に行えるよう

空調を備えるとともに、児童生徒が万が一給食中

に嘔吐した場合、その食器が他の食器に影響を与

えないように、専用の洗浄をする特別洗浄室を設

置し、食中毒の予防を図ってまいりたいと考えて

おります。 

  以上でございます。 

○議長（君島一郎議員） １番、山形紀弘議員。 

○１番（山形紀弘議員） ⑴から⑹まで関連性があ

りますので、一括して再質問をさせていただきま

す。 

  福祉教育常任委員会で試食して、給食も非常に

おいしく、やさしい味つけで、ふだんいかに濃い

目の味を私は食べているなということをつくづく

思いました。うちの息子も中学生になっておりま

すが、いつもいつも給食はおいしいということで、

私も学生時代は体育の次に給食が好きだというぐ

らいで、非常に楽しみにしていたところでござい

ます。 

  先ほど答弁いただいた学校給食衛生管理基準を

私も読みました。これ大変かなり厳しく、途中で

何が書いてあるかわからないぐらい本当に厳しい

基準で、大変衛生面では気をつけているというこ

とが重々わかりました。 

  これほど万全を期してもいろいろなものが出て

くる。ことしに入って異物混入とか、好きで入れ

ているわけではありませんが、どこで何があるか

わからないということなんですが、そういうふう

なことをしても100％ではないということは、理

解していただきたいと思いますが、万が一、そう

いった基準を守っていきながら事故とかそういっ

たもの、停電とか機械の故障とかで実際給食がつ

くれなくなったときの危機管理みたいのはどのよ

うになっているのかお伺いします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（稲見一志） 万が一、機器等が故障し

たというときには、全部の給食が提供できないと

いうことになってしまいますので、そのうちので

きるもの、そのときの状況によりますが、牛乳は

多分大丈夫だと思います。パンか御飯か。あと、

主菜となるおかず等は、どの辺が提供できるか、

その状況によって最大限提供できるものは提供す

るというふうになっておりますので、100％は出

ませんが、70％ぐらいは出せるとかということで

対応していきたいというふうに思っております。 

○議長（君島一郎議員） １番、山形紀弘議員。 

○１番（山形紀弘議員） 70％ぐらいということで、

残り３割にならないように、非常に楽しみにして

いる。 

  食中毒が出た場合、保健所が来て業務停止とい

うことで、それなりの原因がはっきりするまで業

務停止ということで、恐らく調理場がストップと

いうことになってしまいますが、そのように長期

にわたって給食が出ないということになったら、

家から手弁当みたいな形で対応するようなことに

なるんですか、その辺お伺いします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（稲見一志） やはり衛生管理上、保護
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者の方にはご負担になるかもしれませんが、自宅

からのお弁当とかそういうふうな対応になると思

います。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） １番、山形紀弘議員。 

○１番（山形紀弘議員） 万が一ということなので、

そういうことがないようにしていただきたいとも

ちろん思っています。 

  学校給食をつくる上で、献立作成ということで

管理栄養士さんが多分２名いらっしゃると思うの

ですが、どういったこと、地産地消をうたって献

立の作成をしているのか、どういうふうなことに

気をつけて学校給食の献立を作成しているのかお

伺いします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（稲見一志） 地産地消は、県のほうか

らも言われておりまして、なるべく50％になるよ

うなことで上げるようなことになっておりますが、

昨年は多分、三十七、八％ぐらいだったと思うの

ですが、あとＪＡ農協さんのほうと提携をしまし

て、キャベツとかきゅうりとか、そういうものの

提供をされるという提携も結んでおります。 

  そういうものを全部勘案しまして、小学校と中

学校の栄養のカロリーといいますか、そういう取

得が違いますので、その辺は十分計算しながら、

あと食塩といいますか、塩加減につきましてもあ

る程度決まっておりまして、議員さんが食べてち

ょっと薄味だったかなという感じは受けたかと思

うのですが、それがちゃんと計算された味になっ

ておりまして、児童生徒さんは多分なじんでいる

のかなというふうに思っております。 

  ですから、栄養士さんの場合には、どれとどれ

を組み合わせればおいしいものができるかとか、

いろいろなことに対して、地産地消も含めまして

研究をされて献立というものをつくっております。 

  黒磯は黒磯調理場に栄養士さんがおりますし、

西那須野は西那須野でおりますし、共英は共英で

おります。塩原の単独校につきましても、関谷と

塩原のほうに１名ずつの栄養士が配置になってお

りまして、それぞれ独自の献立をつくって、季節

に応じたものをやっておりますし、子どもさんが

喜ぶようなデザートの対応をするとか、いろいろ

なアイデアを出し、栄養バランスを考えながら献

立をつくっていただいているというところでござ

います。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） １番、山形紀弘議員。 

○１番（山形紀弘議員） 季節感を出して献立をつ

くるということで、私もたまに息子の献立表を見

るとしもつかれとか郷土料理が入っていて、非常

にいいなと思って、普通はなかなか食べないので

すが、そういう小さいころからそういったものを

食べなれれば、私がいかに味つけが濃いかという

のがやさしい味つけで、そういったものも配慮し

ていただけているということを十分に感じました。 

  中にいる調理従事者の方々は、食中毒における

検査、Ｏ-157、ノロウィルス等やっておりますが、

食中毒に関する指導・教育、そういったものをミ

ーティング的なもので常にやっているのか、その

辺をお伺いします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（稲見一志） 現場におきましては、ミ

ーティング等で入念にお互いの行動等もチェック

するようになっておりますし、ミーティングでは、

きょうの献立についてはこういうものが出るとい

う細かい指示をやっておりますし、作業をする場

所によっていろいろな手袋等も使い分けをしてい

たり、原因がちゃんとはっきりするように事後の
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対策もとっているというようなところでございま

す。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） １番、山形紀弘議員。 

○１番（山形紀弘議員） 了解しました。 

  中の方は、そういうふうに食中毒に対する指

導・教育がなされているということで、逆に出入

りしている業者さんみたいな方はどういうふうな

ことに気をつけて、そういったものも指導してい

るのか、その辺をお伺いします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（稲見一志） 搬入される業者さんにつ

きましては、搬入する場所が決まっておりますの

で、一般的には、食を扱っているところでござい

ますので、納める方の自己責任ではございません

が、学校給食の共同調理場とか単独校に納めると

いうことでありますので、その辺は十分留意され

て納入になっているというふうに思っております。 

  何かあった場合には、保健所のほうでいろいろ

な搬入のほうの調査とかそういうものも入ります

ので、その辺はやっているというふうに認識をし

ております。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） １番、山形紀弘議員。 

○１番（山形紀弘議員） 了解しました。 

  二次感染を防ぐということで、そういったとこ

ろも出入りしている方はほとんどきれいな方だと

思います。 

  今、食中毒の話になりますが、今はもう昔と違

ってノロウィルスという驚異的な10個からの菌で

すぐ発症するノロウィルスというのが食中毒の半

分以上を占めているんです。昔はサルモネラ菌と

か黄色ブドウ球菌とかそういった食中毒もありま

したが、今はノロウィルスとか大変これから季節

になります。12月から３月にかけて非常に多いん

です。 

  万が一、この学校給食の配膳中なり学校なりで

ノロウィルスの感染が疑われる人が嘔吐した場合、

そういった場合、嘔吐物の処理なども学校では適

切に行われているのか、その辺お伺いします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（稲見一志） 二次感染という観点から、

学校それから給食共同調理場とかにおきましては、

アルコール除菌では賄えないということですから、

次亜塩素酸ソーダというものでのふき取りといい

ますか、消毒、それをやるというふうになってお

りますので、万が一、そういう嘔吐があったとき

には、それで処理をしていただいたものを別回収

する。調理場に食器等が戻って来た場合にも、調

理場は調理場でまたそれを次亜塩素酸ソーダで消

毒をする、それから洗浄にかけるというような手

はずになっているということでございます。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） １番、山形紀弘議員。 

○１番（山形紀弘議員） 今の答弁を聞きましてほ

っとしました。ノロウィルスというのは、アルコ

ール消毒やこういう除菌のスプレーなんかはもう

全然効かないとことになっています。次亜塩素酸

という塩素系のものが非常に効く、あとは熱湯が

効くということで、大体85℃から90℃で１分半加

熱しないと死滅しないということで、非常に感染

力が高いということなので、油断していると本当

に２次災害、３次災害ということになりますので、

その辺は十分調理している方々もそうですが、学

校の子どもたち、先生たちもノロウィルスで汚染

にならないように引き続き指導・教育していただ

きたいと思っています。 

  続きまして、新設される共英共同調理場は
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4,000食ということになっておりますが、この

4,000食、何名ぐらいの方で対応するのか、その

辺お伺いします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（稲見一志） 正確な数字ではございま

せんが、40名前後かなというふうに思っておりま

す。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） １番、山形紀弘議員。 

○１番（山形紀弘議員） 40名前後ということで、

私もこの間見学したときに、大きな器械があるの

ですね。女性の方がやるにはちょっと困難かなと

いう、中に男性の方がいるのですが、4,000食を

40人でつくるということで、無理をすると必ず食

中毒の原因になりますので、先ほども新しい施設

はいろいろなところに配慮されているということ

も十二分にわかりましたので、新しくできる共英

調理場もその辺も十分加味していただいて、常に

子どもたちに安心で安全な学校給食を提供し続け

ていただけるようにお願いします。 

  続きまして、３番、那須塩原市プレミアム商品

券について。 

  2015年度から始まりました那須塩原市商工会、

西那須野商工会共同によるプレミアム商品券の販

売が３年目となり、市民の中にも少しずつ浸透し

てきました。 

  プレミアム商品券は、地域活性化や市内におけ

る消費喚起や商工業者の事業意欲向上、市民生活

の支援等を推進することによりまして、元気な那

須塩原市を目指している事業であると考えていま

す。 

  販売加盟店にも経済効果があったとの声も寄せ

られております。また、配慮が必要な障害者など

の先行発売も実施しており、創意工夫がされてお

ります。 

  今後のプレミアム商品券について、以下の点に

ついてお伺いします。 

  ⑴今年度のプレミアム商品券についてお伺いし

ます。 

  ⑵事業の成果や課題等をお伺いします。 

  ⑶両商工会の共同事業でどのような成果を得る

ことができたのかお伺いします。 

  ⑷来年度以降のプレミアム商品券がどのように

なるのかお伺いします。 

○議長（君島一郎議員） １番、山形紀弘議員の質

問に対し答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（君島 寛） 山形紀弘議員の那須塩原市の

プレミアム商品券について、順次お答えを申し上

げます。 

  初めに、⑴の今年度のプレミアム商品券につい

てですが、那須塩原市商工会と西那須野商工会が

共同で発行をいたしました。プレミアム率は10％、

プレミアム分を含めました発行総額は５億5,000

万円でございました。商品券の利用期間は、８月

27日から来年１月31日までの約５カ月間というこ

とでございます。 

  ８月24日と25日に先行販売を行いました。27日

からは一般向けの販売を行いまして、約２週間で

完売となったところでございます。 

  次に、⑵の事業の成果や課題等についてですが、

市民の生活支援、商工業者の事業意欲向上、消費

喚起による地元経済の活性化などの効果があった

と考えておりまして、今後の集計やアンケート結

果等を検証し、課題の整理をしたいと考えている

ところでございます。 

  次に、⑶の両商工会の共同事業でどのような成

果を得ることができたのかについては、両商工会

の連携が深まったことや消費者の購買エリアの拡
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大が図れたことなどと考えているところでありま

す。 

  最後に、⑷の来年度以降のプレミアム商品券が

どのようになるかについてでございますけれども、

来年度以降に関しましては、今年度の実績を踏ま

えまして、事業の持続可能性や共同事業の形態等

を含め、そしてまたより効果的な手法等について

検討していく必要があるというふうに考えている

ところであります。 

○議長（君島一郎議員） １番、山形紀弘議員。 

○１番（山形紀弘議員） 答弁、了解いたしました。 

  ことしで３年目となるこの事業です。最初の27

年度、10周年記念事業ということで１億の補助を

いただいて６億。私も商工会の会員で、実はプレ

ミアム商品券の実行委員の中で最初の創設時に携

わりました。28年度は5,000万円の補助、ことし

も5,000万円の補助と。６億、５億5,000万、５億

5,000万ということで３年事業ということでやっ

てまいりました。 

  ６億、５億5,000万売った中で、その換金率で

すか、どのような割合でその換金率が来たのか、

その辺をお伺いします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） 換金率でございます

が、今年度途中でございますが、11月15日現在

67.57％の換金率で、それから平成28年度、平成

27年度とも99％を超える換金率となっております。

極めて高い換金率であるというふうに考えており

ます。 

○議長（君島一郎議員） １番、山形紀弘議員。 

○１番（山形紀弘議員） 了解しました。 

  29年ということで、まだ券が１月31日まで使え

るということで、67.57％というのはわかりまし

た。 

  28年度は99と先ほどいただいた99、両方ともほ

とんど換金していただいているということで、こ

の辺換金率が高い要因はどのようなことかお伺い

します。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） 今、幾つかの要因は

あるというふうに思っておりますが、最も大きい

のは、使い勝手のいい商品券であったということ。

それから、反対の面から見ますと、それだけ市民

の生活支援につながる、市民も求めていたもので

あったというふうに考えております。 

○議長（君島一郎議員） １番、山形紀弘議員。 

○１番（山形紀弘議員） 了解しました。 

  先ほど答弁いただいた中で、２週間で完売した

ということで、比較すると28年よりことしのほう

が売れ行きがよかったということを聞いておりま

すが、その辺の要因はどのようなことかお伺いい

たします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） 売れ行きがよかった、

早く売れたと。１つには、やはり３年目というこ

とはあるのだろうなと。さらには、売る側のＰＲ、

それは事業の主体となった商工会ばかりではなく、

そこに加盟しているそれぞれのお店でのＰＲとい

うものも含めてＰＲが行き届いてきたということ

ではないかというふうに考えております。 

○議長（君島一郎議員） １番、山形紀弘議員。 

○１番（山形紀弘議員） ３年やったということで

いろいろな課題と反省を踏まえて、徐々に徐々に

市民に浸透してきたということが顕著にあらわれ

て、今回約２週間で完売したということで理解し

ております。 

  この商品券でありますが、地元の事業所、小さ
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い、あとは大型店舗ということで、その商品券の

占有率、その辺の割合がわかればお伺いします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） 地元の事業所と大型

店の割合でございますが、やはり今年度11月15日

現在の数字で申し上げますと、地元が38.2％、そ

れから大型店のほうが61.8％という状況です。 

  参考までに28年の実績、最終で見ますと、地元

が42、大型店が58というパーセントでございまし

て、今年度も今現在ですと38.2という数字ですが、

どうも昨年の例に当てはめますと、この年末にか

けて地元店の率が伸びたということもございます

ので、この後の動向は注視してみたいなというふ

うに思っています。 

○議長（君島一郎議員） １番、山形紀弘議員。 

○１番（山形紀弘議員） 思いのほか地元の小さな

ところも結構数字を伸ばしているということで、

こちら大型店舗ということで大きいスーパーなん

かも所在地が那須塩原市にないという場合がある

と思うんですが、そういったときにほかの大きい

ところ以外のところで売り上げが上がった場合、

例えばほかの市町村に本店を構える場合には、そ

ういったところの税収というんですか、法人税や

市民税みたいのは那須塩原市のほうになるのか、

その辺はお伺いします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） 税金の仕組みの話で

すが、全部本店の所在地に落ちるということでは

なく、一定のルールに基づきましてそれぞれの事

業所割と、それぞれ支店等のあるところにも税金

は配分されるという仕組みになっております。 

○議長（君島一郎議員） １番、山形紀弘議員。 

○１番（山形紀弘議員） 最初、この大型店舗ばか

りにこの商品券が流れてしまって、小さいところ

が買ってくれないのではないかという不安もあり

ましたが、そういったところで市の税収も上がる

ということで、大型店舗で利用されてもいいこと

があるということが確認できました。 

  この３年プレミアム商品券を継続して、那須塩

原市民がこの券を利用してどのようなものを買う

傾向があるのか、その辺をお伺いします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） 券を利用して買われ

たもの、アンケートを実施しておりますので、そ

れに基づいてお答えをさせていただきたいと思い

ます。 

  まず、お店の形態でいきますと、やはりスーパ

ーという形で使われているのが一番多い。そうし

ますと、日用品的なもの。また、地元の小売店と

いう率も高くなっておりますので、日々必要なも

のに利用しているのだろうなというところがこの

店舗のほうから見てとれます。 

  それから、品物、実際に、ではどんなものとい

いますか、使われているかというふうになります

と、当然食料品、日用品のほかに衣料品それから

飲食店、今回の商品券の場合には、本当にたくさ

んのお店の方が加盟していただいておりますので、

市内の飲食店それから宿泊施設、そういったとこ

ろまで使われているというような状況になってい

ます。 

○議長（君島一郎議員） １番、山形紀弘議員。 

○１番（山形紀弘議員） 一応、普通の主婦とか、

私たちが普通に使う生活必需品にこのプレミアム

商品券が利用されているということで、より市民

に親しまれ、密着しているということがそのアン

ケートの結果からわかると思います。 

  利用先もスーパーさんとかそういったところも
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非常に多いということで、このプレミアム商品券、

本当に市民の方々から喜ばれている券だと理解し

ております。 

  私もことしプレミアム商品券を買いましたが、

日用品ではなく冷蔵庫を買ってしまったのですが、

そういうふうなことをきっかけに大きな買い物を

するというふうな傾向もあります。中にはリフォ

ームしたり、中には大きなふだん買えないものを

この券を利用して買ったというふうな話も聞いて

おりますので、今聞くと非常にこのプレミアム商

品券は市民に親しまれているということがよくわ

かりました。 

  そのアンケートの中で、途中だと思うんですが、

答弁の中で商品の使い勝手ということで、どのよ

うな方々がアンケートへ来ていただいて、その使

い勝手の理由みたいのもわかればお伺いします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） 使い勝手がいいとい

う最大の理由は、やはり使えるお店が多いという

ことだと思います。 

  それから、今年度売れ行きがよかったことにも

関係しますけれども、１回目、２回目は購入限度

額が５万円でした。今年度のものは、最高購入限

度額が10万円になったということもアンケートの

中では好意的な意見が多かった。また、使用期間

が、昨年３カ月で行ったものが５カ月間と長くな

った。 

  それから、少しずつではありますが、３年間や

っているうちに使えるお店が最初から那須塩原市

の場合はかなり大きな規模でお店が加盟していた

だきましたけれども、また年々増加もしてきたと

いうようなことが複合的に影響しているのかなと

いうふうに思っています。 

○議長（君島一郎議員） １番、山形紀弘議員。 

○１番（山形紀弘議員） 答弁ありがとうございま

す。 

  先ほど答弁いただいた来年度以降に関しまして

は、今年度の実績を踏まえ事業の持続可能性や共

同事業の形態を含め、より効果的な手法というこ

とで、プレミアム商品券、一応ことしで事業は終

わってしまうということでございますが、那須塩

原市に似たような商品券が実はほかにもあります。

那須塩原市商工会が発行しておりますスタンプ会、

あとは西那須野にも西那須野商業振興協同組合と

いうことで、商品券、こちらのほうが２つありま

す。こちらも換金率ということで、先ほどの99に

比べますと敬老と自治功労、消防、この間私もい

ただきましたが、換金率が99に比べて80％と非常

にもったいない換金率となっております。 

  ですから、この辺と抱き合わせていただいて、

来年度以降、このスタンプ会と西那須野商業振興

協同組合で発行している商品券をプレミアム商品

券と絡めて、次年度以降、そういった市民に親し

まれてきた中でせっかくですからこれを利用して、

そういうふうな共通統一券みたいなものも考えて

いただきたいと思いますが、その辺どのようにお

考えかお伺いします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（君島 寛） 来年度の商品券の発行につい

てというお話でございました。 

  実は、商品券が完売しました後に商工会の会長

さんが報告に来ていただきまして、ぜひとも来年

度もというふうなお話をいただいたところでござ

います。 

  現在、新年度の予算編成に入りつつあるわけで

ございますので、その過程の中で十分に研究・精

査をしていただいて、対応を考えてまいりたいと

いうふうに思っております。 
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○議長（君島一郎議員） １番、山形紀弘議員。 

○１番（山形紀弘議員） 答弁ありがとうございま

す。 

  せっかくいい流れできているので、部長の答弁

でもいいことしか言っていただけないので、確か

に使い勝手が悪いとか紆余曲折いろいろありまし

たが、引き続きこのプレミアム商品券、地域に愛

されほかの市町では１年でやめてしまったとか、

長続きしなくて逆にやらなくてぶっこんでしまっ

たとかそういうふうなのも聞きますので、引き続

き市民に愛されるような商品券の発行を要望しま

して、ぜひこの年末年始、まだ換金率が六十何％

ということで、まだ使われていない方がいました

ら、ぜひ１月31日までプレミアム商品券もありま

すので、忘れずに使って年末年始をお過ごしくだ

さい。 

  以上で私の一般質問を終わりにします。ありが

とうございました。 

○議長（君島一郎議員） 以上で、１番、山形紀弘

議員の市政一般質問は終了いたしました。 

  ここで10分間休憩いたします。 

 

休憩 午後 ２時０５分 

 

再開 午後 ２時１５分 

 

○議長（君島一郎議員） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 田 村 正 宏 議員 

○議長（君島一郎議員） 次に、３番、田村正宏議

員。 

○３番（田村正宏議員） 議席番号３番、公明クラ

ブ、田村正宏です。最後の質問になります。よろ

しくお願いいたします。 

  通告に従い、質問させていただきます。 

  １、農業の競争力向上について。 

  日本の農業を取り巻く環境は、高齢化による離

農者の増加と後継者不足による就農者数の減少に

加え、日欧ＥＰＡ、日本とＥＵの経済連携協定の

大枠合意やＴＰＰ11、環太平洋戦略的経済連携協

定、加盟11カ国の進捗に代表される貿易自由化の

流れの中で、今後ますます厳しさを増していきま

す。 

  将来を見据えたとき、豊富な農業基盤を有し、

農業が基幹産業として位置づけられている本市に

とって必要なことは、農業の持続的な発展と活性

化のための戦略とさらなる施策の後押しによる競

争力の向上だと思います。 

  安倍政権の掲げる農林水産業の成長産業化を通

した地域経済の活性化の実現、いわゆる攻めの農

業にスピード感を持って取り組むための課題を共

有するために、以下の事柄についてお伺いします。 

  ⑴農業生産工程管理ＧＡＰ認証（ Good  

 Agricultural Practice）について。 

  ⑵農福連携及び新規就農者確保について。 

  ⑶収入保険制度の創設及びセーフティネットに

ついて。 

  ⑷６次産業化について。 

  以上、よろしくお願いします。 

○議長（君島一郎議員） ３番、田村正宏議員の質

問に対し、答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（君島 寛） 田村正宏議員の１の農業の競

争力向上について、これの⑴について私から答弁

をいたします。 

  農業生産工程管理、いわゆるＧＡＰについてお

答えを申し上げます。 
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  ＧＡＰとは、農業における食品安全、環境保全、

労働安全等の持続可能性を確保するための生産工

程を管理する取り組みのことでありまして、ＧＡ

Ｐ認証とは、それが正しく実施されているという

ことを第三者機関が証明をするというものであり

ます。 

  ＧＡＰの取り組みに関しましては、国において

農林水産物の輸出増や国内での販路拡大に向け、

生産現場における国際水準のＧＡＰの実施及び認

証取得の拡大を推進するということとしておりま

して、本市といたましても、農業のグローバル化

が進む中、ＧＡＰの取得は農業の質と信頼性を高

め、持続可能性を確保するための有効なツールの

一つであると考えております。 

  なお、認証を取得することにつきましては、コ

ストも時間も相当の負担がかかるということから、

農業者や関係団体が経営戦略等に基づき、みずか

ら判断をすることが基本であると考えているとこ

ろであります。 

  以下につきましては、担当部長のほうから答弁

いたします。 

○議長（君島一郎議員） 産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） 続きまして、⑵の農

福連携及び新規就農者確保についてお答えいたし

ます。 

  初めに、農福連携についてでありますが、現在

市内では、福祉施設と連携して障害を持つ方が資

源物の回収を行っている農家があるなど、幾つか

農福連携の取り組みが行われております。 

  こうした取り組みは、障害を持つ方にとっては、

就労の場所の確保が期待でき、担い手不足に直面

している農家にとっても人材確保が図れるなど、

双方にとってメリットがあるというふうに考えて

おります。 

  次に、新規就農者の確保につきましては、現在、

45歳未満の独立自営就農する方に対する補助事業

として、農業次世代人材投資事業や60歳前後の農

業に関心のある市民を農業ヘルパーとして養成す

るシルバーファーマー制度などを実施しておりま

す。 

  引き続き、新たな担い手の確保に向けまして、

関係機関と連携しながら取り組みを進めてまいり

たいと考えております。 

  次に、⑶の収入保険制度の創設及びセーフティ

ネットについてお答えいたします。 

  収入保険制度は、平成31年１月から新たに実施

される農業経営全体を対象とした保険制度で、農

業共済組合連合会が実施主体となるものでありま

す。 

  この制度は、現行の農業共済制度では補完でき

なかった価格低下への収入補塡や原則として全て

の農業経営品目を対象とするなど、農業経営者の

収入全体を見て総合的に対応する保険制度である

と認識をしております。 

  最後に、⑷の６次産業化についてでありますが、

市といたしましても、農産物の付加価値を高め、

収益力の向上を図る６次産業化の取り組みにつき

ましては、農業や地域の活性化にもつながるもの

と考えておりますことから、６次産業化に関する

情報の提供に引き続き努めてまいりたいと考えて

おります。 

○議長（君島一郎議員） ３番、田村正宏議員。 

○３番（田村正宏議員） 順次再質問をさせていた

だきます。 

  まず、１番の農業生産工程管理・ＧＡＰについ

てでありますが、先ごろ、オリンピック組織委員

会が東京オリンピック・パラリンピック競技大会

における持続可能性に配慮した調達行動を策定し

発表をいたしました。 

  大会期間中に選手村や大会関係者に提供される
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食事は約1,500万食に及び、大量の食材が必要に

なります。発表された農産物の調達基準によれば、

国産農産物を優先的に選択すべきとした上で、そ

の条件として、グローバルスタンダードであるグ

ローバルＧＡＰかその日本版であるＪＧＡＰの認

証を取得している品目であることが必須とされて

います。 

  2008年の北京オリンピックでは、中国産の農産

物の安全性が担保されず、大半を輸入品で賄わざ

るを得なかった経験から、2012年ロンドンオリン

ピックの際、イギリスは、大会２年前の時点で農

家の８割が英国版ＧＡＰの認証を取得していたこ

ともあり、ほとんどの食材を国内産で賄いました。 

  オリンピックまであと３年を切っております。

それに比べて日本は、グローバルＧＡＰとＪＧＡ

Ｐの認証を取得している生産者は、２つ合わせて

約4,600農場と日本の農家全体の２％にも満たな

いのが現状です。今のままでは、日本のすぐれた

食材の魅力を世界中にアピールする絶好の機会に、

開催国の食材を使った料理が提供できないといっ

た事態になりかねません。 

  政府もさすがに事態の深刻さにやっと重い腰を

上げ始めました。 

  そこで、本市のＧＡＰに対する取り組み及び実

態をお伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） 本市のＧＡＰに対す

る取り組みということでございますが、先ほどの

市長の答弁でも申し上げましたように、基本的に

ＧＡＰ、あるいは場合によってはＨＡＣＣＰ等、

生産過程をしっかり管理するということは、農産

物の信頼性を高め、質を高めというような効果は

あるというふうに考えていると。 

  ただし、認証を取得するというところについて

は、繰り返しになりますが、農業者それから農業

の関係団体、それらの方が経営戦略に基づいて行

うものだということを基本に考えております。 

  情報発信、状況をお知らせするというようなこ

とについては、市として取り組むべき課題である

ということで、ホームページ等を通じて各関係者

への情報発信を行っているという状況でございま

す。 

○議長（君島一郎議員） ３番、田村正宏議員。 

○３番（田村正宏議員） ちょっと認識を改めてい

ただいたほうがいいのではないかと私は思うので

すが、ちなみに、日本ＧＡＰ協会が4,000件超の

ＪＧＡＰの認証取得農場のリストを公開していま

す。 

  それによると、お隣の茨城県では、約70農場で

150品目がＪＧＡＰの認証取得をしております。

お隣の群馬県では、約20農場で60品目が認証の取

得を受けております。 

  本県、栃木県は、ちょっと調べてびっくりした

のですけれども、栃木市の上原園西方農場１件の

みなんですね。品目はもやしとかいわれと豆苗、

この３品目だけです。これは、47都道府県で本県

の１件というのは一番少ないのが現実です。 

  ちなみに、県が昨年３月に策定した栃木県ＧＡ

Ｐ推進方針２期によると、こんなことが書いてあ

りました。「本県は、農産物の品質向上や競争力

強化のために、平成18年からＧＡＰの普及拡大に

取り組み、一定の成果を上げてきたところである」

ちょっとどうなのかなと首をかしげたところでは

あるんですけれども。 

  ところで、今般のオリンピックの調達行動、先

ほど申し上げたのは、いわゆる農産物のＧＡＰ。

農産物というのは、穀物と青果とお茶なんですけ

れども、今回、畜産品についても同様の基準が示

されました。 
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  日本では、従来畜産に関しては、ＧＡＰという

仕組みがなかったのですが、日本初の家畜畜産物

のＪＧＡＰ制度が政府の主導で急遽立ち上がりま

した。この９月より運用が開始をされております。

従来畜産物に関しては、先ほど部長からの答弁で

もありましたけれども、ＷＨＯ・世界保健機関が

主導して国際的に通用しているＨＡＣＣＰという

衛生管理手法の認証制度がありますが、これは日

本全体で10月末の時点でＨＡＣＣＰの認証を受け

ている畜産農家は日本全国で133件のみです。 

  ちなみに栃木県では、２つの畜産農家が認証を

受けていて、１つは大田原市佐久山の養豚農家、

あとやはり同じ大田原市蜂巣の肉牛農家の２件の

み、これがＨＡＣＣＰの認証を受けています。 

  確かに農産物のＧＡＰに関しては出遅れ感、こ

れは当然否めませんが、家畜畜産物のＪＧＡＰに

ついては、まだ日本のどの生産者も認証を得てい

ません。スタートラインに着いたところであり、

生乳生産本州一の本市にとっては、まさしく千載

一遇のチャンスではないでしょうか。100年に一

度のチャンスだと思います。 

  もし、本市の畜産物、牛乳を初め牛肉であった

り、豚肉であったり、卵、チーズ、プリン、ソフ

トクリーム、バターなどが採用されてオリンピッ

クの食材として提供されたらば、世界中のメディ

アが報道されるだけではなく、世界中のトップア

スリート、また世界中のプレスの関係者、メディ

アの関係者、影響力のある大勢の人たちがインス

タグラムやツイッターなどＳＮＳでコメントつき

で73億人のマーケットである世界中に発信をしま

す。瞬く間に地球の隅々まで拡散されることでし

ょう。とてつもない宣伝効果だと思います。 

  那須塩原市が北海道のようにブランドとして世

界中で認識をされるかもしれません。そういった

ことを見据えたときに、今何をすべきか、おのず

と優先順位が見えてくると思います。 

  本来、県がもうちょっと頑張るべきではあるの

でしょうけれども、県の動きを待っていたら先に

進まないと思います。そうであるならば、市が主

導権をとって、組織横断的なプロジェクトチーム

を立ち上げるぐらいの重要なマターではないかと

私は考えます。 

  そこで、そのことに対しての見解をお伺いしま

す。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） 確かに大きな希望が

見えるお話だというふうには考えます。実際に本

市の個々の農家がそうした取り組みに対応できる

か、あるいは市としてそういったノウハウを持っ

て対応できるか、なかなか現実には難しいところ

がある。 

  栃木県においても実践ガイド等まとめ、あるい

は直接的なＧＡＰ認証の取得はできませんが、指

導する立場の助言等を行う人材は県で確保し配置

をしているというお話は聞いておりますが、実際、

認証取得に向けて、市ではそういった技術的な職

員も配置はしていない。それぞれの各市町がそこ

までの人材を配置するというのは、なかなか現実

難しいというふうなところはあるかなというふう

には考えております。 

  しかし、実際に認証取得までいく間には、通常、

間にコンサルが入り、そこが専門的に指導をしな

がら取得をしていくというのが形でありまして、

そういったところにも時間、お金がかかるわけで

すので、いろいろな知恵を出しながら、ではそこ

のところは支援ができないかとか、そういう考え

方これから必要なのかなというふうには今率直に

感じております。 

○議長（君島一郎議員） ３番、田村正宏議員。 
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○３番（田村正宏議員） もう一つ提案なのですけ

れども、やはりＧＡＰに対する仕組みであったり

制度であったり、私もはっきり言ってよくわかっ

ていないところがあります。 

  これはやはり我々がそういった制度を知った上

でないとなかなか説得力も持てないので、ぜひこ

れはお願いというか、東京からそういった専門家

を呼んでいただいて、我々であったり職員の方々

に対して勉強会なり研修会なり、そういったのを

早目に開いていただければどうかと思いますが、

いかがでございますか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（君島 寛） 田村議員から提案をいただい

ているわけでございますけれども、残念ながら栃

木県は立ちおくれているというようなところがあ

るということ、それが実態だろというふうに思っ

ておりますけれども、まず、行政そして民間、そ

ういった生産者が本当に取り組める、そういった

意欲を持っているかどうか、そういったものをや

はり確認をしながら、そしてまたこういったＧＡ

Ｐの認証に関しては、やはりコンサルタントが多

分動いていらっしゃるというふうな形があるでし

ょうし、その辺のところのお話を聞く機会を早急

に１回設けてみたいというふうに考えております。 

  実際にどういった製品がＧＡＰに該当してくる

のかどうか、その辺のところはこれから早急に、

お尻が決まった課題でもございますので、その辺

はスピーディーに対応ができればというふうに考

えております。 

○議長（君島一郎議員） ３番、田村正宏議員。 

○３番（田村正宏議員） ぜひよろしくお願いいた

します。 

  ちなみに、ちょっと紹介をさせていただきます

が、冒頭、ご答弁で時間的にもコスト的にも負担

感が強いとのご指摘がありましたが、国際水準Ｇ

ＡＰ等取得拡大緊急支援事業、国の事業ですが、

これで３億5,000万円の補正予算が組まれ、こと

しは初回の審査費用に関しては全額助成されてい

るそうです。また、来年度予算の概算要求では、

ＧＡＰ拡大の推進事業として８億8,300万円が計

上されており、ことし同様取得費用はほとんどか

からないそうです。 

  また、全国に目を転じると、圧倒的に認証品目

の多い北海道では、行政の後押しもあり、このた

び岩見沢農業高校の生徒が約３カ月の準備期間を

経て、国内最多となる９品目、タマネギ、トマト、

お米、長ネギ、スイートコーン、にんにく、ホウ

レンソウ、大豆、サツマイモ、９つですが、この

同時認証に挑戦を９月にしました。見事、ついこ

の間ですが、11月の初旬に９品目全てグローバル

ＧＡＰの承認をかち取っています。この高校では、

2020年のオリ・パラでの食材提供と海外での試験

販売を予定しているそうです。 

  また、道内にあるその他約30校の農業高校でも、

今後、ＧＡＰの認証の取得を目指すとのことです。 

  また、青森の五所川原農林高校、ここは2015年

にリンゴ、2016年にお米でグローバルＧＡＰ認証

を取得していますが、このたび、ＡＮＡグルー

プ・全日空が、来月12月から来年の２月まで、こ

の期間の限定で羽田・成田発の国際線の機内食に

おいて、その五所川原農林高校の生徒が生産した

お米を提供するという報道がありました。 

  いずれにしましても、政府が掲げる輸出額１兆

円の目標が足踏みをする中、世界では食材の安全

性の認証を求める動きが加速度的に広がっていま

す。国内のスーパーやコンビニでもＧＡＰ認証を

要求し始めています。 

  那須塩原市の総合計画、農林畜産業の目指すま

ちの姿を実現するためにも、市としてできること
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は限られるかもしれませんが、危機感を共有し総

力を結集してオール那須塩原で攻めの農業の先頭

に立つ必要があると思いますが、いかがですか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（君島 寛） 私どもの那須塩原市の基幹産

業の一つに農業といったものがございますので、

これもこれからの推進、振興そして活性化、それ

に向けてはいろいろやることがたくさんあろうか

と思いますけれども、その一つとして、このＧＡ

Ｐ認証といったものが出てくるのだろうというふ

うに今考えているところでございまして、全体的

な農業のそういった活性化に向けた対応をこれか

らも我々としても考えていきたいというふうに思

っております。 

○議長（君島一郎議員） ３番、田村正宏議員。 

○３番（田村正宏議員） よろしくお願いいたしま

す。 

  次の⑵です。農福連携及び新規就農者確保につ

いて質問させていただきます。 

  余談なのですけれども、先ほど申し上げたオ

リ・パラの農産物の調達基準に、「障害者が主体

的に携わって生産された農産物が推奨される」と

の記載もあります。 

  先ほど、市内の農福連携の取り組みをご紹介い

ただきましたが、私も先週の土曜日に市内一区町

でＡ型の就労継続支援施設を平成25年10月１日よ

り運営されているファーマニーテトテを見学して

まいりました。 

  この事業所は、もともと民間企業のオーナーが

高い志のもと地域貢献、社会貢献のために立ち上

げた施設であり、事業であります。野崎街道沿い

の廃業したガソリンスタンドと車で５分程度の場

所にある４棟の大型ハウスで運営をされています

が、そのハウスで栽培、収穫したシイタケを加工

し販売するというまさに六次産業そのものの事業

形態であります。約30名の障害を持った方々が働

いており、そのいきいきとしたお姿と礼儀正しさ

には大いに触発をされたところであります。 

  また、先般、下野新聞で紹介をされていました

が、百村のハーレー牧場では、障害者も安心して

働けるユニバーサル牧場として関谷にある第二牧

場に新たに4,400㎡の牛舎をつくり、通路を広く

とるなど車いすでも作業できる施設を整え、那須

特別支援学校の卒業生の雇用を計画するなど、農

福連携に対し先進的な取り組みをされております。 

  最近では、国も農福連携の重要性を認識し、さ

まざまな支援施策を策定している現実があります

が、本市におけるＡ型、Ｂ型それぞれの施設数や、

そのうち農業関連の作業をしている数などがわか

ればお伺いします。あわせて、Ａ型、Ｂ型の定義

についても再度ご教示いただけると助かります。

よろしくお願いします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（塩水香代子） 障害のほうのサー

ビスで就労継続支援Ａ型、Ｂ型というのがござい

まして、まずＡ型につきましては、一般企業など

の就労に結びつかなかった人に雇用契約に基づい

た就労の機会を提供するとともに、地域及び能力

の向上のために必要な訓練を行う事業所でござい

ます。 

  Ｂ型のほうは、雇用契約ではなく、雇用を結ば

ないでそういった就労の機会や生産活動の機会を

提供するところでございます。 

  市内の事業所数でございますが、今現在、私ど

もで把握しているところ、こちらは指定自体が県

のほうになってございますので、直近のデータで

はないかもしれないんですけれども、県のホーム

ページによりますと、Ａ型が市内では３カ所、Ｂ
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型が７カ所となってございます。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） ３番、田村正宏議員。 

○３番（田村正宏議員） わかりました。承知いた

しました。 

  あと、次に、ご存じの方も多いと思うんですけ

れども、お隣の大田原市の2010年に廃校となった

川西中学校では、この12月から地元の民間企業が

事業者となったＡ型の就労支援施設がオープンを

いたします。 

  先日、担当役員にお話を伺ってきましたが、校

舎内の教室を利用しＬＥＤを活用した手法で

5,000株程度のイチゴを通年栽培し、年間７ｔを

当初の収穫目標にしているとのことです。校庭も

借りられれば野菜を栽培する計画もありましたが、

それはできずに当面20人程度の障害者の方々を雇

用する予定だそうです。 

  近年、全国的に廃校を活用し、障害を持った

方々が農業を初めとしたさまざまな仕事につく取

り組みが増加をしています。 

  本市としても参考にすべき点も多いと思います

が、見解をお伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（塩水香代子） 申しわけございま

せん。先ほどの答弁で誤りがあったのがわかった

ので、それをちょっと修正させていただきたいと

思います。 

  まず、Ｂ型が７カ所と申し上げたのですが、最

近また新たにできたところも含めまして10カ所で

ございます。 

  今、議員のほうでご質問いただいた件、川西に

できた新たな事業所の関係でうちのほうでどう考

えるかということでよろしいのですよね。はい。 

川西の廃校を利用した、申しわけございません、

こちらの調整をしていて聞き漏らしの点があった

ものですから、申しわけございません。 

  廃校を利用したところですか。廃校を利用して

障害者の雇用を確保するという市の取り組みにつ

いてどう考えるかということでよろしいでしょう

か。 

○議長（君島一郎議員） 暫時休憩とします。 

 

休憩 午後 ２時４２分 

 

再開 午後 ２時４２分 

 

○議長（君島一郎議員） 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

  ３番、田村正宏議員。 

○３番（田村正宏議員） すみません。もう一回言

いますね。 

  お隣の大田原市の2010年に廃校となった川西中

学校では、この12月から地元の民間企業が事業者

となったＡ型の就労支援施設がオープンをいたし

ます。 

  先日、担当役員にお話を伺ってきましたが、校

舎内の教室を利用しＬＥＤを活用した手法で

5,000株程度のイチゴを通年栽培し、年間７ｔを

当初の収穫目標にしているとのことです。校庭も

借りられれば野菜を栽培する計画もありましたが、

それはできず、当面20人程度の障害者の方々を雇

用する予定だそうです。 

  近年、全国的に廃校を活用し、障害を持った

方々が農業を初めとしたさまざまな仕事につく取

り組みが増加をしています。 

  本市としても参考にすべき点も多いと思います

が、見解をお伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  教育部長。 
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○教育部長（稲見一志） 廃校ということなもので

すから、私のほうからご答弁申し上げます。 

  廃校利用してにつきましては、事業所を対象に

公募をかけているという状況でございますが、そ

の手が挙がってきたところはなかったということ

ですが、私の記憶でございますが、過去に野菜を

廃校を利用してつくりたいという申し出があった

ような話を聞いてございますが、成立までには至

っていなかったということでございますので、そ

ういう事業者さんが応募されてくれば、うちのほ

うとしても廃校の有効活用ということで対応して

まいりたいというふうには思っております。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（塩水香代子） 福祉サイドのほう

から申し上げたいと思います。 

  すみません。その前に、二度ご質問いただいて

ありがとうございます。 

  福祉サイドとしては、やはり障害者の方の働く

場というのを確保するのが重要な課題となってご

ざいますので、そういった取り組みは大変喜ばし

いことだと思ってございます。 

  実際、うちのほうでは、学校ではないんですけ

れども、農福連携の中では、つい最近、高林あた

りにやはり白菜を取り扱う事業所さんがＢ型とし

てオープンしたところでございます。参考に述べ

させていただきます。 

  以上です。 

○議長（君島一郎議員） ３番、田村正宏議員。 

○３番（田村正宏議員） 引き続きよろしくお願い

いたします。 

  次に、本年３月に策定された本市の農業振興計

画「元気アップアグリプラン」には、「農業を支

える担い手確保の推進のために」とあり、その中

の⑵シルバーファーマー制度の推進の③シルバー

ファーマーと農業者のマッチング強化の箇所に、

「平成23年度の事業スタートから平成27年度末の

間に128名が研修を受け、101名がシルバーファー

マーとして人材登録をしていますが、農業者との

マッチングがなされている件数は例年５人前後と

低調な結果となっています」と記されております。 

  ということであれば、５人で５年だとすると、

大体25名ぐらいの方がマッチングされたのではな

いかと推測しますけれども、その方々の現在の状

況がおわかりになればお伺いします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） シルバーファーマー

の方が27年度の段階で25というのは農家の戸数だ

と思うのですが、25戸の農家に現在37名の方がこ

れまでに従事をされていたというふうな数字は押

さえてございます。 

○議長（君島一郎議員） ３番、田村正宏議員。 

○３番（田村正宏議員） わかりました。 

  ぜひ、いい制度ではないかと思うので、引き続

き取り組みをお願いしたいと思いますが、ちなみ

に先ほど申し上げたアグリアッププランの中にシ

ルバーファーマー制度のリニューアルというとこ

ろがあって、「若い方でも職業としての農業に興

味を持たれていることから、今後は就農希望者で

あれば誰でも農業を体験し、必要な技術を身につ

ける場を市が提供できるように、制度のリニュー

アルを行います」とありますが、リニューアルは

されたのでしょうか。その場合のシルバーファー

マーというネーミングの変更についての見解をお

伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） この制度自体、市で
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はなくて農業公社の事業として行っておるもので

ございますが、リニューアルについては、今年度

からリニューアルをしたというお話を伺っており

ます。 

○議長（君島一郎議員） ３番、田村正宏議員。 

○３番（田村正宏議員） では、ネーミングはその

ままシルバーファーマーということでという理解

でよろしいでしょうか。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） 事業計画を年度当初

にもうつくっておりますので、今年度すぐに変え

るという、想像ですが、多分、公社の手続を経な

がらということになると思います。 

○議長（君島一郎議員） ３番、田村正宏議員。 

○３番（田村正宏議員） わかりました。そうであ

れば、ぜひ次の機会に変更することをお勧めしま

すというか、そのほうがいいかと思います。 

  ３番です。収入保険制度の創設及びセーフティ

ネットについてですが、先ほどいただいたご答弁

にもありましたが、現行の農業共済制度では自然

災害による就労減少を対象として、価格低下等は

対象外であったり、加入単位も品目ごとになって

おり、農業経営全体を一括してカバーできない点

などが問題点として指摘をされていました。 

  今回創設された制度は、既存のセーフティネッ

トがない野菜や果樹などを含む農家が栽培管理す

る全ての農産物が対象となり、また価格下落によ

る収入減も補うなど、農業経営全体をカバーする

ものとなっています。 

  ただ、青色申告をしていることが加入要件の一

つになっており、青色申告をしていない人が平成

31年１月のスタート時から保険に加入するために

は、来年３月15日までに税務署に青色申告承認申

請書を提出する必要があります。 

  そこで、本市の農業者の青色申告をしている比

率等がわかればお伺いをいたします。 

○議長（君島一郎議員） 田村正宏議員に申し上げ

ます。 

  この制度そのもの、農業共済組合ということで、

市のほうの制度ではない部分でございます。です

から、１回目の答弁につきましては、執行部のほ

うから制度についての所見といいますか、これは

申し上げたところでございますが、また青色申告

につきましても市のほうの指導で青色申告をする

という形ではなくて、青色申告者の中で組織をつ

くりまして、農業者青色申告会という中で組織し

ているものですから、市のほうとしては、青色申

告会の中身について詳しく把握しているものでは

ございませんので、質問の内容を訂正の上、再度

質問をお願いしたいと思います。 

  ３番、田村正宏議員。 

○３番（田村正宏議員） わかりました。大変申し

わけございませんでした。 

  そういうことであれば、できる範囲で、スター

ト時点で本来であれば加入したかったのになんて

いう人が出ないような形の市としてできるサポー

トがあればしていただければと思います。 

  ６次産業化については、先ほどご答弁いただき

ましたので、特に再質問はございませんので、２

番の空き家対策についてということでお願いしま

す。 

  ２番、空き家対策について。 

  少子高齢化に起因する空き家の増加は、最近で

は空き家問題という言葉が定着するほど全国共通

の課題として認識をされています。 

  野村総合研究所の予測によれば、2033年の空き

家総数は2,170万戸だそうです。また、アベノミ

クスの異次元の金融緩和による金利低下で従来か

ら節税対策として融資残高を拡大させていた金融
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機関のアパートローンによる賃貸住宅の建設が、

一昨年の相続税法の改正により基礎控除が引き下

げられたことで、相続対策としての需要も喚起し、

過剰融資が指摘されるほど加速をしています。 

危機が叫ばれながら足元で将来の空き家予備軍が

増加しているという矛盾した現実があります。 

  そこで、本市としての現状と課題を共有し、活

用に向けさらなる対策を講じるために、以下の事

柄についてお伺いをいたします。 

  ⑴本市の空き家の現状について。 

  ⑵改正住宅セーフティネット・安全網法につい

て。 

  以上、よろしくお願いいたします。 

○議長（君島一郎議員） ３番、田村正宏議員の質

問に対し、答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（稲見一美） ２の空き家対策について

順次お答えいたします。 

  初めに、⑴の本市の空き家の現状につきまして

は、先ほど中里議員さんのご質問にお答えしたと

おりであります。 

  次に、⑵の改正住宅セーフティネット法につい

てでございますが、住宅確保要配慮者に対する賃

貸住宅の供給の促進に関する法律、通称住宅セー

フティネット法は、低額所得者やそれから高齢者

などの住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給

の促進を図り、国民生活の安定向上と社会福祉の

増進に寄与することを目的に、平成19年７月７日

に施行されました。 

  このたび、新たな住宅セーフティネット制度の

創設により、平成29年10月25日に法律の一部改正

が施行されたところであります。 

  改正の内容といたしましては、住宅確保要配慮

者向けの賃貸住宅の登録制度、登録住宅の改修や

入居者への経済的支援、住宅確保要配慮者への居

住支援でありまして、県が窓口となっているとい

うことだと思います。 

  以上でございます。 

○議長（君島一郎議員） ３番、田村正宏議員。 

○３番（田村正宏議員） 午前中の中里議員への答

弁でおおむね理解をしたところなので、ちょっと

数点だけ質問をさせていただきます。 

  空き家対策ということですけれども、さきの通

常国会で、新たに民泊という営業形態の宿泊提供

に関する法律「住宅宿泊事業法」、いわゆる民泊

新法が成立し、来年の６月15日に施行されます。 

  2020年に外国人観光客4,000万人という目標も

視野に入ってきた今、空き家対策と観光客誘致の

大きなマターとして認識をすべきではないかと思

います。来年の３月15日から事前申請、登録がス

タートすることもあり、市としてもスピード感を

持って積極的にかかわり、ルールづくりを初め環

境整備する必要があるのではないかと思いますが、

見解をお伺いいたします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） 民泊というお話でご

ざいましたので、私のほうからお答えをさせてい

ただきたいと思います。 

  ご質問の中で、積極的にかかわり、ルールづく

りというお話がございました。法の公布、施行を

経まして、今、県のほうに確認をしましたら、ま

だ国からも細かなガイドラインが示されていない

と。県とてもガイドラインを策定する用意はある

というような状況にあるようでございます。 

  市としても状況を見ながら対応が必要であれば

対応をしていきたいというふうに考えております

が、基本的には、全く民泊を否定するものでもご

ざいませんし、民泊を必要とする方が多ければそ

れに対応するというのが基本姿勢ですが、那須塩



－115－ 

原市としては、まずはできれば観光地が控えてお

りますので、そちらをご利用いただければありが

たいなというふうには思っています。 

○議長（君島一郎議員） ３番、田村正宏議員。 

○３番（田村正宏議員） ちょっとまた状況をお話

しますと、昨年2016年の外国人の観光客数は

2,400万人で過去最高でした。ことしは、今のペ

ースであれば3,000万人に迫る勢いで、外国人が

日本に押し寄せています。ちなみに、10年前は

800万人でした。 

  昨日の市長からの答弁で、宿泊施設が不足気味

であるとのお話もありました。首都圏やメジャー

な観光地では、より深刻な問題となっています。 

  昨年の2,400万人の外国人観光客のうち、正規

の宿泊施設を利用した人は1,900万人との調査結

果が報告されています。残りの500万人はどこに

泊まったのでしょうか。その大半が空き家、空き

室を利用したいわゆる民泊だと言われています。 

  法的にはグレーな施設がほとんどですが、政府

も現状を優先せざるを得なく黙認しているのが現

実です。必要に迫られことしの通常国会で民泊新

法が成立し、大幅な規制緩和となります。 

  民泊仲介のパイオニアのＡｉｒｂｎｂ（エアー

ビーアンドビー）、この会社は、もう10年以上前

から民泊の仲介をしていて、いわゆるシェアリン

グエコノミーのリーディングカンパニーでありま

すが、世界の192カ国で３万3,000の都市に民泊の

仲介の物件を仲介している会社です。日本にも七、

八年前から進出をしてきまして、特にここに来て、

こういった状況の中、非常に登録している件数が

ふえてきまして、６万件程度だそうですが、これ

がやはり法改正を踏まえ、来年、再来年と格段と

伸びるというふうに予想されているところです。 

  ちなみに、那須塩原市内の物件も戸建であった

りマンションの空き室であったり、合わせて20軒

程度がこのＡｉｒｂｎｂの仲介サイトに登録をさ

れています。 

  また、昨年の観光客2,400万人のうち約５割が

中国、台湾、香港の中華圏からの旅行者であった

ことなどからも、最近中国系の民泊仲介業者がこ

こに来て大きくシェアを伸ばしてきています。 

  ちなみに、那須塩原市ではまだそういう事例が

あるかどうかわかりまんが、中国人が民泊のため

にマンションを１棟買いしてみたり、あいている

フロアを全部買って民泊につなげるなんていうチ

ャイナマネーが物すごい勢いで今入ってきている

そうであります。 

  ちなみに、民泊というのは、外国人だけのもの

ではありません。今、日本の国内の旅行者と外人

が五分五分というようなことを言われております

ので、昨年、外人が500万人民泊を使ったいとい

うことであれば、日本人も含めると1,000万人ぐ

らいがそういった空き家、空き室の民泊を利用し

ているというのが現状なのだろうなと思います。 

  特に、日本のビジネスマンなんかも従来のホテ

ルにはもう泊まらないで民泊しか出張の際には使

わないなんていう方がどんどんふえているという

ような報道もなされておりました。 

  ちなみに、おととしだと思うのですが、滋賀県

の琵琶湖畔の廃業寸前の民宿があったのですが、

高齢になったオーナーがもう廃業しようというこ

とで相談したところ、若い孫が、では俺がやるよ

ということで引き継いだのです。そこで、いわゆ

るＡｉｒｂｎｂの仲介サイトに登録をしたところ、

たちまち世界中から宿泊の予約が殺到して、現在、

完全に復活をし、地域が活性化をしているそうで

す。こういった同様の好事例が日本中で続出して

いるそうであります。 

  これほど都合のよい空き家、空き室、観光対策

はないと思います。既存施設、先ほどもありまし
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たけれども、既存施設との競合を心配する気持ち

は当然ありますが、そもそも人が来てくれなけれ

ば先に進まない話です。すみ分けは十分可能では

ないかと思います。相乗効果も期待できると思い

ます。民泊解禁を控え、最近独自の条例を制定し

ている自治体もどんどん出てきております。 

  そういった現状を踏まえて、再度、見解をお聞

きできればと思います。よろしくお願いします。 

○議長（君島一郎議員） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（藤田一彦） 先ほども答弁申し上

げましたが、民泊自体全く否定するものではござ

いません。現段階で、市として積極的に取りかか

り、独自にルールづくりを進めるというような状

況にはないのかなというのは、繰り返しになりま

すが申し上げまして、外国人の方がいらっしゃる

には、今回、制度が制定されたこれは、年間180

日が限度ですか、民泊の法が施行されましたが、

これに限らず、ゲストハウスであったり、または

既に進んでおります農家民泊であったり、またそ

ういった方を対象にした新たな形態の宿泊施設と

いろいろなことが考えられますので、現時点でこ

の民泊だけを先行して進めるというふうな状況に

はないのかなというふうに考えております。 

○議長（君島一郎議員） ３番、田村正宏議員。 

○３番（田村正宏議員） わかりました。 

  それでは、最後に、⑵の改正住宅セーフティネ

ット法についてですが、これは今般の法改正によ

る制度は、さきの通常国会で公明党が切実な庶民

の声を受けとめ、法整備を強く政府に働きかけて

実現をしたものであります。 

  従来、民間賃貸住宅への入居が断られやすい高

齢者や低所得者らの居住を支援するための新たな

公的制度であり、持ち主に対しても最大200万円

までの改修費が補助されるなど、空き家対策とし

ても有効な制度でもありますので、ぜひ市として

も機会を捉えて市民への情報提供などをしていた

だければと思います。 

  答弁は結構でございます。 

  いずれにしましても、我々を取り巻く環境は、

従来とはもう全く違うぐらいのスピードで変化を

している現実があります。やはり、後になってあ

あしておけばよかったとか、こうしておけばよか

ったなんていうことのないように、そういった危

機感を常に持ちながらスピード感、あと攻める、

この２つをしっかりと念頭に置いて市政運営に当

たっていただけることを期待しまして、私の質問

とさせていただきます。 

  これで終わらせていただきます。ありがとうご

ざいました。 

○議長（君島一郎議員） 以上で３番、田村正宏議

員の市政一般質問は終了いたしました。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎散会の宣告 

○議長（君島一郎議員） 以上で本日の議事日程は

全て終了いたしました。 

  本日はこれをもって散会いたします。 

  ご苦労さまでした。 

 

散会 午後 ３時０４分 

 


